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序 文 

 

日本国政府はマラウイ国政府の要請に基づき、マラウイ国シレ川中流域の保全に向け、

住民の生計向上に資する形で、土壌保全・森林保全に配慮した生産活動を普及することを

目的とした協力をすることを決定し、これを受け国際協力機構は 2007 年 11 月から 5 年間の

計画で「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト」を実施してきました。 

国際協力機構は、5 年間の協力期間の終了を迎える本プロジェクトが、期待される成果を

発現しつつ順調に実施されているかを包括的に検証するとともに、その結果を踏まえて、

今後のプロジェクト活動に対する提言及び本プロジェクトフェーズ 2 形成に向けた教訓・

提言の他、類似事業の実施にあたっての教訓を抽出するため、2012 年 6 月 2 日から 2012 年

6 月 23 日までの 22 日間にわたり、終了時評価調査団を派遣しました。調査団はマラウイ側

評価メンバーと合同評価調査団を構成して現地調査を行い、その結果を合同評価レポート

として取りまとめ、マラウイ側調査団と日本側調査団の間で署名交換を行いました。 

本報告書は、終了時評価調査時の調査及び協議に基づく結果を取りまとめ、今後の協力

の更なる発展の指針となることを目的としております。なお、調査終了後、担当者交代等

の事情により、本報告書作成まで時間を要してしまった点、深くお詫びいたします。 

終わりに、これら一連の調査及び協議にご協力とご支援を頂いた関係者の皆様に対し、

心より感謝申し上げます。 

 

2015 年 2 月 

 

独立行政法人国際協力機構 

マラウイ事務所長 徳橋和彦 
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BWB Blantyre Water Board ブランタイヤ水道公社 

C/P Counterpart カウンターパート 

CCO Conservation Coordination Officer COVAMS 普及担当官（普及員）

CCO Conservation Coordination Officers 普及員 

COVAMS Community Vitalization and Afforestation  in 

Middle Shire 

シレ川中流域における村落振

興・森林復旧プロジェクト 

DC District Commissioner 県知事 

ESCOM Electricity Supply Corporation of Malawi Lim-

ited 

マラウイ電力供給会社 

FISP Food Input Subsidy Program 農業用投入資材補助金プログラ

ム  

FMO Field Management Officer フィールドマネジメントオフィ

サー 

GOJ Government of Japan 日本政府 

GoM Government of Malawi マラウイ国政府 

HH Households 世帯 

IGA Income Generation Activity 収入創出活動、生計向上活動 

IVTA Integrated Village Training Approach 総合型村落研修アプローチ 

JCC Joint Coordination Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人国際協力機構 

JY Japanese Yen 日本円 

LF Lead Farmer リードファーマー 

MGDS Malawi Growth Development Strategy マラウイ成長開発戦略 

MK Malawi Kwacha マラウイクワチャ 

（マラウイの通貨単位） 

MOU Memorandum of Understanding 覚書 

NGO Non-Governmental Organization 非政府組織 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OJT On the Job Training オンザジョブ・トレーニング 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マト



 

 

リックス 

PO Plan of Operations 活動計画 

PRODEFI Project Communautaire de Developpement 

Forestier Integre 

総合村落林業開発計画 

SC Steering Committee プロジェクト運営委員会 

SLM（P） Sustainable Land Management（Programme） 持続的土地管理（プログラム）

STA Senior Traditional Authority 伝統的大首長（領） 

SVTA Specified Village Training Approach 特定型村落研修アプローチ 

TA Traditional Authority 伝統的首長（領）、伝統的首領が

管理する伝統的首長領の地区単

位 

TLC Total Land Care (NGO) トータルランドケア（NGO） 

UNDP United Nations Development Programme 国連開発計画 

 

 

        

 



 

 

評価調査結果要約表 

１. 案件の概要 
国名：マラウイ共和国 案件名：シレ川中流域における村落振興・森

林復旧プロジェクト 
分野：林業・森林保全 援助形態：技術協力プロジェクト 
所轄部署 独立行政法人国際協力機構（JICA）マラ

ウイ事務所 
協力金額（評価時点）：4.1 億円 
相手国実施機関：環境・気候変動省 森林局、

農業・食料安全保障省 土地資源保全局、

ジェンダー・児童・社会福祉省 コミュ

ニティ開発局 

協力期間 
（R/D）2007 年 8 月 

日本側協力機関： 
5 年間（2007 年 11 月～2012 年 11 月）

１－１ 協力の背景と概要 
 マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）シレ川中流域は、当国最大の商業都市ブランタ

イヤ市の北部に位置するため、同市への農産物、電力等の供給において重要な地位を占めるが、

同地域の森林資源は人口増加に伴う薪の採取と畑作地の拡大により急激に減少していった。森

林の伐採が進んだことにより同地域の土地は保水能力、地力が低下し、農業生産性の減少や、

流出土砂の河床への堆積によって同水系にある発電施設の能力も低下するなど、同地域のみな

らず広範な地域に悪影響が発生するに至った。 
 マラウイ政府は日本政府に対し、当地域の森林資源の減少を食い止める方策についての支援

を依頼し、わが国は 1999 年から 2000 年までにマスタープラン調査を、2002 年から 2004 年度ま

でに開発調査による実証調査を実施した。 
 マラウイ政府はわが国に対し、これまでの協力で有効性の実証された手法をより広範な地域

に拡大することを目的とする技術協力プロジェクトの実施を要請し、これを受けた JICA は、環

境・気候変動省森林局、農業・食料安全保障省土地資源保全局、ジェンダー・児童・社会福祉

省コミュニティ開発局をカウンターパート（C/P）とし、2007 年 11 月から 2012 年 11 月までの

5 年間の予定で、「シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト（COVAMS）」を開

始し、現在、長期専門家 3 名が活動を行っている。 
今次調査では、2012 年 11 月のプロジェクト終了を控え、本プロジェクトの終了時評価をマラ

ウイ側と合同で実施した。 
 

１－２ 協力内容 
（１）上位目標 

対象村落において、村落住民が生計の向上を通じて持続可能な森林資源管理（土壌保全活

動を含む）を実践する。  
（２）プロジェクト目標 

プロジェクト対象村落において、森林の保全復旧・土壌保全に配慮した育林と土壌浸食対

策を含む各種生産活動が実践される。 
（３）成果 

1. プロジェクト対象村落において対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活

動についての知識・技術を身につける。  
2. プロジェクト対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動に必要な資源に

アクセスできるようになる。 
3. プロジェクトカウンターパート機関（森林局、土地資源保全局、コミュニティ開発局等）
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の育林と土壌浸食対策を含む各種生産活動に係る支援能力が向上する。 
（４）投入（2012 年 6 月時点） 
日本側： 

専門家派遣：     3 名の長期専門家（チーフアドバイザー/森林資源管理/土壌浸食対策、

農村開発、業務調整/森林資源管理/流域保全）、及び 2 名の短期専門

家（参加型村落開発アドバイザー/PRODEFI1モデル監督・管理、広

報強化アドバイザー） 
本邦及び第三国研修： 26 名。2012 年 7 月以降、更に 3 名が本邦研修参加の予定。 
機材供与：      約 32.1 百万クワチャ（車両 3 台及び自動二輪車 18 台含む） 
現地活動費：     約 95.1 百万クワチャ（約 41.1 百万円） 

マラウイ側： 
C/P 配置：延べ 37 名 
施設・設備：     プロジェクト事務所（ブランタイヤ県森林局内） 
活動経費：      約 28.9 百万クワチャ（約 6.3 百万円） 
 

２. 評価調査団の概要 
調査者 マラウイ側 

Assistant Director, Department of Forestry, Min-
istry of the Environment and Climate Change 
Management 
Chief Land Resources Conservation Officer, 
Land Resources Conservation Department, Min-
istry of Agriculture and Food Security 
Senior Community Development Officer, De-
partment of Community Development, Ministry 
of Gender, Children and Social Welfare 
Agricultural Communication Officer, Department 
of Agricultural Extension Services, Ministry of 
Agriculture and Food Security 

日本側  
JICA 国際協力専門員 
JICA マラウイ事務所 企画調査員 
JICA 地球環境部森林・自然環境保全第二課

合同会社・適材適所 コンサルタント 

 
Teddy Kamoto（総括） 
 
 
Thomas Chigowo 
 
 
Robert Njewa 
 
 
Kantambo Longwe 
 
 
 
羽鳥 祐之（総括/土壌保全） 
戸田 亜理子（評価管理） 
新井 雄喜（協力企画・技術普及）

嶋岡 和美（評価分析） 
調査期間 2012 年 6 月 2 日～2012 年 6 月 23 日 終了時評価調査 
３. 評価結果の概要 
３－１ 実績の確認 
（１）プロジェクト目標の達成状況 
 「対象村落において、森林の保全復旧・土壌保全に配慮した育林と土壌浸食対策を含む各種

生産活動が実践される。」 
 
指標 1：全世帯のうち、研修を受けた育林技術を取り入れている世帯の割合（50 村で 50%、

119 村で 30%、75 村で 20%） 
指標 2：全世帯のうち、研修を受けた土壌浸食対策技術を取り入れている世帯の割合（50

                                                        
1 総合村落林業開発計画（Project Communautaire de Développement Forestier Intégré au Senegal） 
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村で 50%、119 村で 30%、75 村で 20%） 
指標 3：全世帯のうち、その他の生産活動を実践している世帯の割合（IVTA2対象の 9 村で

30%） 
対象地域における育林と土壌浸食対策を含む生産活動の普及を目指すプロジェクト目標はお

おむね達成されたと評価できる。しかしながら、モニタリングの信頼性及び精度向上への対応

が必要である。 
育林技術を取り入れている世帯の割合は、244 村の村長が村内のクラン（氏族・親族単位のま

とまり）に対して行った聞き取り結果の集計によると、50 村で 78.1%、119 村で 76.1%、75 村

で67.9%である（指標1）。また、土壌浸食対策技術を取り入れている世帯の割合は、50村で45.9%、

119 村で 32.2%、75 村で 15.1%に達している（指標 2）。 
なお、プロジェクトの実施戦略が IVTA から特定型村落研修アプローチ（SVTA）に変わり、

全 244 村への育林及び土壌浸食対策技術の普及に焦点が定まった後、その他の生産活動への支

援は限定的なものとなり、プロジェクトの活動は縮小したが、中間レビュー時点（2010 年 6 月）

で、IVTA 対象の 7 村について 100%の達成を遂げている（指標 3）。 
なお、本プロジェクトにおいては、対象地域を 2 TA3全域 244 村への拡大を行ったが、他地域

への普及にかかる取り組みは含まれておらず、244 村での上記活動実施に焦点を置いたプロジェ

クト活動として実施した。 
 IVTA：本アプローチはプロジェクト設計段階で採用されたアプローチで、セネガル総合

村落林業開発計画プロジェクト（PRODEFI）で開発された「PRODEFI モデル」の原則に

基づく、研修を中心としたアプローチである。 
 SVTA：育林及び土壌浸食対策のみに関する技術をより多くの村落に普及させることを優

先するため、これらの特定（Specified）分野のみに内容を絞り込み、リードファーマーに

より研修を実施するアプローチである。 
 
（２）成果の達成状況 
成果 1 「対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動についての知識・技術

を身につける。」  
指標 1-1：50 村における全世帯数に対する研修参加世帯の割合（70％） 
指標 1-2：50 村における研修参加者のうち技能を習得した参加者の割合（75％） 
指標 1-3：対象 244 村の各村に 1 つのデモンストレーション圃場が設置される。 
指標 1-4：リードファーマー(LF)が育林及び土壌浸食対策の研修を実施している村の数（244

村） 
おおむね達成されたと評価できるが、モニタリングの信頼性及び精度の向上を必要とする状

況にある。 
プロジェクトでは参加世帯ではなく参加者の数を集計しているため、参加者数を全世帯数で

除した数値をある程度合理性を有するものとみなすと、育林研修には 73.9％の、土壌浸食対策

研修には 73.5％の世帯が参加している（指標 1-1）。一方、プロジェクトでは実践者ではなく実

践世帯の数を集計しており、研修参加世帯数（実際は参加者数）に対する実践世帯の割合は、

2011 年で、育林については 78.1％（3,926 世帯）、土壌浸食対策については 45.9%（2,307 世帯）

に達している（指標 1-2）。244 村の 95%にあたる 232 村でデモンストレーション圃場が一カ所

以上設置され（指標 1-3）、LF による研修が、育林では 209 村（85.7%）、土壌浸食対策では 215
村（88.1%）で行われた（指標 1-4）。 
なお、研修参加世帯の割合（指標 1-1）については、中間レビュー時（2010 年 6 月）に比べ、

50 村で、育林研修及び土壌浸食対策研修の参加世帯割合が、それぞれ 20%から 73.9%、及び 34%

                                                        
2 総合型村落研修アプローチ 
3 Traditional Authority、伝統的首長（領）、伝統的首領が管理する伝統的首長領の地区単位。 
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から 73.5%に増えている。 
 

成果 2 「対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動に必要な資源にアクセ

スできるようになる。」  
指標 2-1：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源に関する情報を入手できた世帯の

割合（75%） 
指標 2-2：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源を入手することが出きた世帯の割

合（50%） 
部分的に達成したと評価できる。50 村において、リソース（資源）に関する情報は、育林研

修参加者にのみ研修時に普及員（以下 CCO）を通じて配布された。2011 年度の育林研修参加者

数は 3,713 名であり、その全員が情報を入手できたことになる（指標 2-1）。また、多くの開発

支援プログラムや NGO は、個々の世帯や個人を支援対象とはせず、村民のグループや村を単位

に支援を行っていることから、本指標の達成状況をはかるデータはプロジェクトでは集計され

ていない（指標 2-2）。 
 

成果 3 「カウンターパートの、育林と土壌浸食対策を含む各種生産活動に係る支援能力が向

上する。」  
指標 3-1：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源に関する情報を入手できた世帯の

割合（75%） 
指標 3-2：ガイドラインが作成される。 
指標 3-3：ガイドラインを十分に理解し適用できるカウンターパートの割合（75%） 
おおむね達成されたと評価できる。すべての CCO を対象に 53 回の研修が、2007 年 11 月か

ら 2012 年 6 月の間、ほぼ毎月実施された。内容は、育林・土壌浸食対策・ガリ4対策などの技

術分野のみならず、プロジェクト管理、コンピュータ研修、海外研修参加者との成果共有セッ

ションなど多岐にわたっている（指標 3-1）。IVTA ガイドラインは、2009 年に作成され、SVTA
ガイドラインは、2010 年初めにドラフトが作成され、その後、CCO や LF からのフィードバッ

クを反映した修正が行われ、2012 年 4 月に最終版が完成した（指標 3-2）。終了時評価時点で活

動中の全 18 名の CCO に対する質問票調査では、全員が、農民に技術指導を行う LF を訓練する

研修の実施に自信を持っていると回答し、8 名がガイドラインを理解するのに困難はなかったと

述べている。また、日本人長期専門家は、CCO はプロジェクトスタッフ間での十分な協議・話

し合い及び現場での農民との実践を通じて、十分にガイドラインを理解していると回答してい

る（指標 3-3）。 
 

（３）上位目標の達成見込み  
「対象村落において、村落住民が生計の向上を通じて持続可能な森林資源管理（土壌保全活動

を含む）を実践する。」 
指標 1：対象 244 村において、樹木の眺望及び林産物へのアクセスが改善されたと認識す世

帯の割合（60%） 
指標 2：対象 244 村において、生計が向上した世帯の割合（60%） 
指標 3：対象 244 村の全世帯のうち、研修を受けた育林技術を取り入れている世帯の割合

（60%） 
指標 4：対象 244 村の全世帯のうち、研修を受けた土壌浸食対策技術を取り入れている世帯

の割合（60%） 
土壌浸食対策技術を実践した多くの世帯が既にメイズの収量増加を経験しており、育林につ

いても技術は広く普及していることが確認された。したがって、プロジェクト目標を達成し、

                                                        
4 雨水など集約した水の流れによって地表面が削られてできた地形のこと。 
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CCOs による適切なフォローアップや LF を活用した技術指導及びモニタリングが継続されるな

らば、上位目標が達成される見込みは高いとみられる。樹木の眺望及び林産物へのアクセスの

改善並びに生計向上の推移を測るモニタリングについては、ベースラインの把握とともに早急

に計画・実施される必要がある。 
 

３－２ 評価結果の要約 
5 段階評価の結果は以下の通りである。  

（１）妥当性 
妥当性は高い。森林管理及び土壌保全の進展を目指す本プロジェクトは、貧困削減と持続可

能な土地管理による食糧安全保障を重視する「マラウイ成長開発戦略 II（Malawi Growth De-
velopment Strategy (MGDS) II: 2011-2016）」に沿った「国家森林プログラム」及び「農業セクター

ワードアプローチ（ASWAP）」と政策の方向性を一にしており、わが国の『対マラウイ共和国・

国別援助方針』においては、「農業開発・自然資源管理プログラム」の下に位置づけられている。

また、シレ川中流域は、マラウイにおいて依然政策上の優先度の高いエリアである。 
プロジェクトが訓練した LF を住民研修の講師とする SVTA の導入は、プロジェクトの直接受

益者である対象 244 村住民の食糧安全保障に対する喫緊のニーズ、及び技術の迅速な普及拡大

というプロジェクト戦略の両方に的確に対応し、その優位性を発揮した。 
 

（２）有効性 
有効性は高い。本プロジェクトのプロジェクト目標はおおむね達成されている。また、3 つの

成果はいずれもプロジェクト目標達成に資するものであり、成果 1（村民による技術の習得）及

び成果 3（C/P の能力強化）の達成度は高く、プロジェクト目標達成に大きく貢献している。他

方、成果 2（村民が生産活動に必要な資源にアクセスする能力の向上）については、投入有効活

用の観点から活動のスコープは縮小されたが、そのことによって新戦略の下でのプロジェクト

目標達成に間接的に貢献したと解釈することができる。 
なお、各成果指標のモニタリングについては、信頼性及び精度向上への対応の必要性が認め

られる。 
 

（３）効率性 
効率性はおおむね高い。日本及びマラウイ側双方の投入は、人的投入、供与機材、現地活動

費とも計画に沿って効果的に使われ、成果の産出に結びついている。限られた投入を技術普及

の面的拡大に集中し、効率的に活用することにより、当初計画された人的投入（20 人の CCO 及

び 3 人の日本人長期専門家）及びプロジェクト期間（5 年間）を変えずに対象村落及び世帯数を

大幅に増やした。 
ただし、研修を主たる活動とするプロジェクトの円滑な実施に欠かせない運営管理（プロジ

ェクト・マネジメント）の活動については、多くの C/P が兼務でプロジェクトに参加していた

ことから、彼らは技術移転の対象分野とは位置づけられておらず、実質的には日本人専門家が

指揮を執り、活動量のかなりの部分を運営管理業務に費やした。 
 

（４）インパクト（見込み） 
本終了時評価調査時点では、既述のとおり、上位目標達成の兆候が認められ、正のインパク

トが発現しているが、一部に負のインパクト（対象村落村長に生じた誤解）が認められ、適切

な対応が必要である。 
現地調査時の聞き取りから、本プロジェクトが普及した育林及び土壌浸食対策技術の有用性

は住民の中に広く認知されつつあり、その技術を実践しメイズを増産させた経験から自力での

生計向上の可能性に自信をもつ住民の増えていることが確認された。 
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なお、シレ川への土壌流出低減に向けた本プロジェクトの貢献について、プロジェクトチー

ムが行った調査の結果は次の通りである。2011 年の土壌保全活動実践者数（等高線畝立て技術

の実践世帯数）は 9,400 世帯と推計され、全 244 村の 33,500 世帯の 28％を占める。これらの実

践世帯が耕作するメイズ畑（2,360ha）を保全された農地と想定し、プロジェクトが Chiwalo 及

び Chuma の 2 村に設置したデモンストレーション圃場で測定された土壌流出量を基に算定する

と、12,000m3 から 87,000m3 の土壌流出（浸食）が免れた計算になる。 
 
（５）持続性（見込み） 

組織・財政面での持続性の確保が課題である。 
政策・制度面： 

育林や土壌浸食対策を含む生産活動の促進に向けた住民を対象とする研修の実施は、政府

（森林部門及び土地資源保全部門）の役割でありコアビジネスであると認識されており、こ

の政策環境は今後も継続することが見込まれる。また、森林管理及び土壌保全セクターの制

度機構に大きな変更はないことから、実施体制面での持続性も見込まれる。 
組織・財政面： 

本プロジェクトは、既存の組織体制を基に、森林局（環境・気候変動省）、農業普及サー

ビス局（農業・食料安全保障省）及びコミュニティ開発局（ジェンダー・児童・社会福祉省）

の県レベルの職員を組織・訓練した普及員（CCO：森林官・農業普及官・コミュニティ開発

官の兼任）が、本来業務で管轄している村落を基本として、本プロジェクトのために設定さ

れた担当村落の住民を対象に研修活動を計画・実施するものである。そのため、担当村落に

おける更なる技術の普及、フォローアップ、及びモニタリングの活動については、それに必

要な予算措置が各部局において行われるならば、今後も CCO であった担当官の本来業務の

一部として継続される可能性は大きい。終了時評価調査の時点では、農業普及官及びコミュ

ニティ開発官が所属部署（県の農業局及び地域開発局）で 2012/2013 年度の予算申請を行っ

たことが確認されている。こうした取り組みを進め、本プロジェクト対象村落についてフォ

ローアップ及びモニタリングを行う体制を、プロジェクト終了後に適切に再編成して既存の

体制に組み込むことにより、組織・財政面での持続性の確保されることが見込まれる。 
技術面： 

住民が技術の有用性に自信を深め、積極的にその技術を活用するならば、住民レベルでの

技術の持続は十分に見込まれる。更に、住民が習得した技術や知識の定着に向けて、実施機

関（CCO）による適切なフォローアップや LF を活用した技術指導及びモニタリングが継続

して行われるならば、持続性は一層高まることが期待できる。 
なお、CCO の担当村落における活動の持続性を確保するためには、彼（女）らの交通手段

の確保、すなわち、各自に貸与された自動二輪車と燃料の支給を継続することが非常に重要

である。 
 

３－３ 効果発現に貢献した要因及び阻害要因 
（１）貢献要因 
・SVTA によって導入された技術が農民のニーズである食料確保に合致していた。 
・農民が実践しやすい簡易で低コストの既存技術の指導により農民の理解・実践促進につなが

った。 
・LF への研修講師料支払いにより、LF が責任感を持ち、村での研修実施促進につながった。

・CCO の交通手段の確保（各自に自動二輪車と燃料チケットを貸与・支給）により機動力が向

上し、CCO による農民の訪問や支援といった活動の原動力になった。 
・研修参加カードなど、村民の研修参加を促進させるための各種ツールの開発により、研修の

円滑な実施と参加率向上につながった。 
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・対象村落での研修単位を「村」から「クラン」への縮小するにより、農民にとっては近隣で

の親戚単位で研修を受講できるようになり、研修への参加がしやすくなった。 
・プロジェクトの運営管理において、プロジェクト関係者に対するさまざまなレベルでの定例

会議が開催された。それらの会議に多くの時間を費やすこととなったが、そういった会議の

場を通じて、CCO を含めた関係者への情報共有が確実に行われ、プロジェクト関係者と他の

ステークホルダーによるプロジェクトチームとしての良好な関係構築に貢献した。 
・農民自身が LF に伝授された技術を実践することによって利益を得られることを理解した。

 
（２）阻害要因 
・LF に対する研修講師料支払いについて村長の理解が得られず、いくつかの対象村で生じた LF

と村長との間の良好な関係構築に困難が生じた。 
・村民の間に「研修で学んだ技術は、肥料がなければ効果がない」という誤解が生じた。 
・肥料や種子、日当などを提供する他の開発支援プログラムと異なるアプローチであったこと

から、何かもらえるのではないかと期待して研修に参加した農民の中で、混乱が生じること

があった。 
・CCO による LF や農村への訪問・フォローアップが効果発現に重要である中、2011 年以降の

燃料不足により、CCO 機動力に影響が生じた。 
・CCO は 20 人で 244 村をカバーしなければならかったため、人数不足により 5 月や 6 月に集中

する作付け準備のための研修実施に遅れが生じた。 
 

３－４ 結論 
 本プロジェクトは、プロジェクト目標をおおむね達成し、ブランタイヤ県のクンタジャ・カ

ペニの 2 つの TA の全 244 村を対象に、農民が実践しやすい簡易で低コストな既存の育林・土

壌浸食対策技術を取り入れた生産活動を普及した。プロジェクトの 3 つの成果はいずれもプロ

ジェクト目標の達成に貢献し、成果 1（村民による技術の習得）及び成果 3（C/P の能力強化）

の達成度及び貢献度は大変に大きい。他方、成果 2（村民が生産活動に必要な資源にアクセス

する能力の向上）については、プロジェクトの実施戦略が短期間で広範囲に技術を普及させる

ことを優先する方向に転換されたこと等により中程度に留まった。 
当初、本プロジェクトでは対象地域の一部の村落を対象に、持続的自然資源管理や住民の生

計向上に係る多種多様な研修を実施してきた。しかし、2009 年の運営指導調査を境に、本プロ

ジェクトの究極の目的であるシレ川中流域における土壌浸食の防止に注力するため、研修テー

マを住民の喫緊の食糧増産ニーズに応える土壌浸食対策及び育林等に絞り、住民に選ばれた LF
が研修を行う SVTA を採用して、効率的に技術普及のための研修活動を実施した結果、当初か

らの 3 名の長期専門家と 20 名の CCO による体制で、約 5 年の間に 244 村にまで技術を普及さ

せることに成功した。 
プロジェクトの成果の持続性については、住民が研修への参加を通じて習得した技術や知識

の定着には、CCO による適切なフォローアップや LF を活用した技術指導及びモニタリングが

継続して行われる必要があり、そのための組織・財政面での持続性の確保が課題となっている。

 
４．提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

【プロジェクト期間中の実施が提案される事項】  
・ 本プロジェクトではモニタリング評価の仕組みが整っていなかったため、事後評価に向け

たベースライン確立のために、すでに実施された 50 村以外の 194 村についても、聞き取り

などで簡単な調査を実施することが望ましい。 
・ 本プロジェクトの成果や教訓の共有のため、県レベルでセクターごとのワークショップを

開催することが望ましい。 
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・ 肥料購入の補助金支援プログラムである農業用投入資材補助金プログラム（FISP）のクー

ポンが 9 月に配布され、COVAMS でも土壌浸食対策においては肥料を活用するなど関係も

あることから、両者の混同を避けるよう、COVAMS と FISP の違いなど正確な情報を繰り

返し伝える必要がある。 
・ 農民の中には、土壌浸食対策により収量向上＝利益につながる可能性があるにも関わらず

導入に消極的な農民も見られた。そのため、土壌浸食対策導入にあたっては、「ビジネスと

しての農業」の考え方を導入することで、土壌浸食対策を行うことで期待される収量と必

要な投入の検証を可能にし、実施促進につながると考えられる。 
・  

【プロジェクト終了後に実施されることが提案される事項】  
1. プロジェクト運営に関する提言 

・関係者に早期の段階でプロジェクトの認知向上が図るため、中央から村レベルまであら

ゆるレベルに対する情報伝達に関する PR 戦略の作成を早い段階で行うことが望ましい。

・モニタリング評価の枠組みが形成されなかったことが課題であることから、今後は、県

レベルでモニタリング評価枠組みを確立することが望ましい。 
・シレ川流域の土壌浸食対策については、他ドナーのプロジェクトやプログラムも実施さ

れていることから、双方のインパクトを強化するためにも、それらプログラムとの協同

と調整を行うことが望ましい。 
・本プロジェクト効果について、今後の自発的な効果継続を検証するため、現行フェーズ

地域のモニタリングを継続することが望ましい。 
 

2. 詳細計画一般 
・SVTA は効果的であることは現場でも確認されたが、そのマネジメントスキルが重要であ

るにも関わらず、C/P のマネジメント能力向上にかかる活動はプロジェクト活動に組み込

まれていなかった。そのため、SVTA 実施のための運営組織と能力の確立を成果の一つと

することが望ましい。 
・農民にとっては異なる活動と思われがちである、プロジェクト活動、生計向上と環境活

動のそれぞれが実際には関連があるということを認識してもらうため、森林・農業にお

いて気候変動への対応と啓発を組み込むことが望ましい。 
・プロジェクトの効果について科学的な根拠を持たせるため、後継のプロジェクトを実施

する場合には、土壌浸食対策や社会経済状況にかかる調査を組み込むことが望ましい。

・農民へのスタートアップの活動促進のため、活動を実施するというコミットメントのも

とで、初期始動のための投入財の提供を行うことが望ましい。ただし、モラルハザード

を防ぐため、初期に限ることとする。資金源は政府や他のプロジェクトと連携して確保

することが望ましい。 
・LF が農民に対し研修を行う取り組みは成功要因の一つであるが、LF への講習料が活動

促進に効果的であったことも一因である。今後、持続性を担保するためには、LF への現

金に代わるインセンティブの導入が望ましい。 
 

3. 詳細計画－育林 
・COVAMS や他のプロジェクトの経験から、農民は自ら自由に管理できない共有の樹木よ

りも、個人所有の樹木の植林の方が育林への関心が高いことから、後継のプロジェクト

では、育林については個人所有の樹木に重点を移すことが望ましい。 
・本プロジェクトでは、直播による樹木の生存率が懸念であったが、今後は、土壌や気候

に合った品種や栽培方法など、科学的な根拠を農民に伝えることが望ましい。それによ

り、生存率向上や直播の促進につながることが期待される。また、果樹は農民にとって
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インセンティブも高いことから、果樹は引き続き促進することが望ましい。 
 
4. その他 

・プロジェクトの成果や参考にすべき事例について、マラウイ国内での広報に適した形式

にまとめ、広めることが望ましい。 
・事後評価の際には、プロジェクト初期に行われた 7 村でのベースライン調査、及び、先

に提言されている追加村でのベースラインを基礎データとして使用することが望まし

い。 
 

５．教訓 

(1) SVTA の有効性 
 SVTA は、対象村落のニーズと優先事項が正確に把握されている場合には、短期間に特定の技

術を集中的に広めるのに効果的なアプローチである。一方、対象地域のニーズと優先事項につい

て十分情報がない場合には、IVTA を通して最も要望にかなった技術を特定することが望まれる。

 
(2) 講師料の効果 
 LF に対する講師料は短期間での技術普及には効果的である。特に COVAMS のように、特定技

術の急速な普及が最優先課題であるプロジェクトでは、インセンティブなしに LF に強いコミッ

トメントを求めるのは難しい。 
 
(3) フレキシブルなプロジェクト運営 
 プロジェクトの進行、自然、社会、経済環境の変化に従って計画や戦略はフレキシブルに変更

され、それがプロジェクト目標の達成、受益者のニーズに沿った活動に貢献する。 
 
(4) 伝統的なアプローチの活用 
 伝統的な情報伝達の仕組みを使う、また、伝統的な共同作業の仕組みを利用するなど、伝統的

に実践されている手法を活用することによって活動が推進された。  
 
(5) PRODEFI アプローチの有効性 
 地元で入手可能な物質的、人的資源の活用が技術の高い実践率に貢献している。また、すべて

の村人に平等な研修機会を与えたことにより、村人のやる気を引き出し、研修参加者数と、実施

農民数の増加につながった。これらはいずれも PRODEFI アプローチから導入されたものである。

  
(6) 研修参加カード 
 研修参加カードの配布により、確実に研修の情報が村民にいきわたり、研修への参加率の増加

につながった。 
以上。
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評価調査結果要約表（英文） 

1. Outline of the Project 
Country：Republic of Malawi Project Title：Project for Community Vitalization and Af-

forestation in Middle Shire 
Issue/Sector ： Nature Conservation-Sustainable 
Use of Natural Resources 

Cooperation Scheme：Technical Cooperation Project 

Division in 
charge 

JICA Malawi Office Total Cost Approximately：410 million Yen 
Partner Country’s Implementation Organization： 

Department of Forestry, Ministry of the Environment and 
Climate Change Management 
Land Resources Conservation Department, Ministry of 
Agriculture and Food Security 
Department of Community Development, Ministry of 
Gender, Children and Social Welfare 

Period of 
Cooperation 

（R/D）2007.8.14 
Supporting Organization in Japan：Japan International Co-
operation Agency (JICA) 5 years （ November, 2007 ～

November, 2012） 
1-1 Background of the Project 
 The Middle Shire basin is adjacent to Blantyre, the largest city in the Republic of Malawi. The forest 
resources in the Middle Shire basin provide the city with firewood and charcoal as the most common 
sources of energy. As the local population has exploited the forest resources for agricultural land expansion 
and fuel consumption, the natural environment of the basin has been deteriorated to a large extent. As a 
result, severe soil erosion occurred and a huge amount of sediment was deposited in the dams along Shire 
River, which reduced the capacity of electric power generation and urban water supply for the area.  
   In order to explore a solution to this problem, “The Pilot Study on Community Vitalization and Affor-
estation in Middle Shire (COVAMS)” (hereinafter referred to as “the Pilot Study”), supported by JICA, 
was conducted from the year 2002 to 2005. The Pilot Study had verified the effectiveness of a pilot model 
combining afforestation and income generating activities aiming at sustainable natural resource manage-
ment.  
   The Government of the Republic of Malawi requested further cooperation to the Government of Japan 
to extend the pilot model to neighboring villages in the Middle Shire basin. On March 2nd, 2007, both gov-
ernments agreed to commence the Project for Community Vitalization and Afforestation in Middle Shire. 
   The terminal evaluation was jointly conducted with the Malawian team before the end of the project. 
1-2 Project Overview 
(1)Overall Goal 

   Villagers in the target villages practice sustainable forest management through the improvement of 
livelihoods.   

(2)Project Purpose 
   Productive activities including tree growing and soil erosion control are implemented with consid-
eration of forest conservation and rehabilitation in the target villages. 

(3)Outputs 
a) The target villagers acquire knowledge and skills regarding productive activities including tree 

growing and soil erosion control. 
b) Capacity of the target villagers is enhanced to access necessary resources for productive activities 
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including tree growing and soil erosion control. 
c) Capacity of the counterparts is enhanced in supporting productive activities including tree grow-

ing and soil erosion control. 
(4)Inputs 

Input from the Japanese side 
a) Experts 

Experts dispatched by JICA were as follow:  
Three (3) long-term experts: Chief Advisor/Forest Resource Management (soil erosion control); 
Rural development; and Coordinator/Forest Resource Management (watershed management); and 
Two (2) short-term experts: Participatory Rural Development Advisor/PRODEFI Model Manage-
ment; and Public Relations 

b) Machinery and equipment 
JICA provided the Project with various equipment including 3 vehicles and 18 motorbikes, and the 
total amount was MK 32.1million. All the equipment was fully used in good condition.  

c) Training 
Total of 29 Government of Malawi (GoM) officers participated in training abroad: 5 in Senegal, 4 
in Kenya, 1 in Tanzania, 1 in Argentina, 1 in Gabon and 17 in Japan. 

d) Local cost 
As of June 2012, a total of MK 95.1million, which was equivalent to JY 41.1million, was allocated 
for the operational expenses including trainers' fee for Conservation Coordination Officer (CCOs)
and Lead Farmer (LFs).  

Input from the Malawian side 
a) Assignment of counterpart personnel 

37 counterpart personnel are assigned for Project. 
b) Office space and facilities and Land for two (2)  
c) Local cost 

Total of MK 28.9 million, which is equivalent to JY 6.3million, was allocated for the operational 
expenses including the fuel for CCOs’ motorbikes.  

2. Evaluation Team 
Malawian Side 

Assistant Director, Department of Forestry, Ministry of 
the Environment and Climate Change Management 
Chief Land Resources Conservation Officer, Land Re-
sources Conservation Department, Ministry of Agricul-
ture and Food Security 
Senior Community Development Officer, Department 
of Community Development, Ministry of Gender, Chil-
dren and Social Welfare 
Agricultural Communication Officer, Department of 
Agricultural Extension Services, Ministry of Agricul-
ture and Food Security 

Japanese Side  
Senior Advisor, Forestry and Nature Conservation 
Group, Global Environment Department, Japan Interna-
tional Cooperation Agency 
Project Formulation Advisor, JICA Malawi Office, Ja-

 
Teddy Kamoto (Team Leader) 
 
Thomas Chigowo 
 
 
Robert Njewa 
 
 
Kantambo Longwe 
 

 
 
Hiroyuki Hatori (Team Leader / Soil Conserva-
tion) 
 
Ariko Toda（Evaluation Management） 
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pan International Cooperation Agency  
Program Officer, Forestry and Nature Conservation Di-
vision II, Global Environment Department, Japan In-
ternational Cooperation Agency  
Consultant, Tekizaitekisho L.L.C. 

 
Yuki Arai (Cooperation Planning / Technical 
Extension) 
 
Kazumi Shimaoka（Evaluation Analysis） 

Period of Survey 2012.6.2 - 2012.6.23 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 
3. Result of Evaluation 
3-1 Achievement 
(1)Achievement of Project Purpose 

”Productive activities including tree growing and soil erosion control are implemented with consider-
ation of forest conservation and rehabilitation in the target villages." 
Verifiable Indicators 
1: Percentage of households adopting recommended tree growing techniques to the total number of 

households (50% in 50 villages, 30 % in 119 villages and 20% in 75 villages)  
2: Percentage of households adopting recommended soil erosion control techniques to the total 

number of households (50% in 50villages, 30% in 119 villages and 20% in 75 villages) 
3: Percentage of households practicing other productive activities to the training participants (30% in 

9 villages) 
   The Project has mostly achieved its Project Purpose aiming at the dissemination of productive activi-
ties in soil erosion control and tree growing in all the 244 villages of Traditional Authority (TA) Kuntaja 
and Senior Traditional Authority (STA) Kapeni in Blantyre District, based on the following analysis: Tree 
growing activities were observed in 78.1% of Households (HHs) in 50 villages, 76.1% HHs in 119 villag-
es, and 67.9% HHs in 75 villages, according to the results of data collection conducted by the Project, in 
early 2012, in cooperation with all 244 village heads. Therefore, the indicators1 have been successfully 
achieved. 
   45.9% HHs in 50 villages, 32.2% HHs in 119 villages, and 15.1% HHs in 75 villages have adopted 
recommended soil erosion control techniques. The Indicator2 has been almost achieved. 
   As of the mid-term review of the Project in June 2010, the indicator2 was achieved; After the change in 
the Project strategy from Integrated Village Training Approach (IVTA) to Specified Village Training Ap-
proach (SVTA) focusing on Soil Erosion Control (SEC) with tree growing to expand the target to all 244 
villages in 2 TAs in 2010, the Project activities for other productive activities have been minimized to 
some follow-ups and support on a villagers' request and commitment basis. Therefore, the indicator3 is not 
likely to be relevant for the terminal evaluation.    

 
(2)Achievement of Outputs 
Output 1 

"The target villagers acquire knowledge and skills regarding productive activities including tree 
growing and soil erosion control." 
1-1: Percentage of households whose members have participated in training to the total number of 

households in 50 villages (70%) 
1-2: Percentage of training participants who acquired knowledge and skills introduced in training 

courses in 50 villages (75%) 
1-3: One demonstration plot established in each of 244 target villages 
1-4: Number of villages where lead farmers (LFs) are conducting training on tree growing and soil 

erosion control. (244 villages ) 
Output 1 has been mostly achieved based on the following analysis: The total number of HHs in 50 
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villages where the Project intervention started in 2008 and 2009 was 5,024 in 2011. Regarding training 
attendance, the Project counted the number of participants and did not count HHs, therefore the percent-
age is calculated by dividing total HHs into training participants of the villages in 2011. They are indica-
tive with rationality: tree growing- 73.9%; and soil erosion control- 73.5%. It is reasonable to judge that 
the indicator1-1 has been achieved. In all 244 villages, 64.9% of all HHs participated in tree growing, 
and 71.6% HHs participated in SEC. 
   Since the Project has collected data on households basis in its monitoring, no data on individual prac-
titioner is available to measure this indicator; In the 50 villages, the numbers of HHs whose members 
have practiced introduced knowledge and skills in tree growing, and SEC on their plots in 2011 are 3,926 
HHs (78.1%), and 2,307 HHs (45.9%) respectively. Therefore, the indicator 1-2 has been achieved near-
ly half. In all 244 villages, 73.2% of all HHs participated in tree growing, and 27.5% HHs participated in 
SEC. Demonstration plots were established in 232 villages out of 244 with 95% achievement. Therefore, 
the indicator 1-3 has been almost achieved. 
   In 2011, among 244 villages, tree growing training was conducted in 209 villages (85.7%), and SEC 
was conducted in 215 villages (88.1%) Therefore, the indicator1-4 has been mostly achieved. 

 
Output 2 

"Capacity of the target villagers is enhanced to access necessary resources for productive activities in-
cluding tree growing and soil erosion control" 

Verifiable Indicators 
2-1: Percentage of trained households who actually have accessed information about necessary re-

sources to the total number of trained households in 50 villages (75%) 
2-2: Percentage of trained households who actually have accessed the resources to the total number 

of trained households in 50 villages (50%) 
   The achievement of Output 2 has been partial based on the following analysis: In the 50 villages, in-
formation on resources for tree growing only was delivered at training to trained (participating) HHs by 
CCOs. The number of participants to tree growing training in 2011 was 3,713, and they all had access to 
the information in a sense (100%).The provided information was little and limited, including the infor-
mation of resource providers such as Electricity Supply Corporation of Malawi Limited (ESCOM) and 
Blantyre Water Board (BWB and the market price of forest products in Blantyre. The indicator 2-1 has 
been reasonably achieved. 
   Since most resource providers such as development programs and NGOs do not deal with individual 
villagers but groups of villagers and village as a unit, no data was available to measure this indicator with 
the Project.  
 
Output 3 

"Capacity of the counterparts is enhanced in supporting productive activities including tree growing 
and soil erosion control" 

Verifiable Indicators 
3-1: Number of training courses conducted by the Project management for the extension staff (Once 

a quarter) 
3-2: Guidelines prepared 
3-3: Percentage of the counterparts who satisfactorily understand and apply the guidelines (75%) 

   Output 3 has been mostly achieved based on the following analysis: 53 training courses for all CCOs 
were conducted on nearly a monthly basis between Nov. 2007 and June 2012 in various areas including not 
only technical matters but also project management and computer training. Therefore, the indicator 3-1 has 
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been achieved. 
   IVTA guideline was prepared in 2009 by Japanese experts. SVTA guideline was drafted in early 2010, 
modified by reflecting feedbacks from CCOs and LFs, and finalized in April 2012 by Japanese experts. 
Therefore, the indicator 3-2 has been achieved. 
   According to the questionnaire to 18 CCOs, all of them have confidence in training Lead Farmers to 
practice by LFs themselves the extension of techniques to fellow farmers (100%), and 8 CCOs stated that 
they had no difficulties in understanding the guidelines (44%). According to the questionnaire to and inter-
view with JICA experts, they observed that CCOs had satisfactorily understood the guidelines through 
many discussions and meetings among the project members and actual practice on the ground with farm-
ers. Therefore, the indicator 3-3 has been well achieved. 

 
(3)Overall Goal  

Villagers in the target villages practice sustainable forest management through the improvement of 
livelihoods. 

   Once the Project Purpose is properly achieved and continuous follow up and monitoring by CCOs with 
trained LFs will be made, the prospect of attaining of Overall Goal is likely to be high because of the fol-
lowing reasons: Positive impact has already emerged in a way that many practicing households in soil ero-
sion control reportedly experienced the increase in the yield of their staple food, maize, during the Project 
period. Tree growing was widely practiced by villagers; however, its impact on livelihood was too early to 
make assessment. 
 
3-2 Summary of Evaluation Results 
(1)Relevance 
   The Project is considered to be highly relevant to the policies of both GoM and the Government of 
Japan (GOJ), as well as the needs of Malawi and the target beneficiaries, i.e., local people in 244 target 
villages. 
   The Government policy remains: the Project objective for forest management and land conservation is 
consistent with the Malawian sector development policies such as "National Forest Policy, 1996," and 
"Agriculture Sector Wide Approach (ASWAP)," that are in line with the Malawi Growth and Development 
Strategy II (MGDS II: 2011-2016), the overall medium-term development plan, which emphasizes the im-
portance of food security through poverty reduction and sustainable land management. In addition, Middle 
Shire area remains as a high priority area in Malawi. Therefore, the direction of the Project is considered to 
be quite relevant to the policy of GoM.  
   SVTA using trained LFs by the Project was successfully matching to both the needs of direct benefi-
ciaries of the Project and the revised Project strategy focusing on the rapid expansion of its area coverage 
for technology dissemination. As the introduced technologies for soil erosion control and tree growing, 
including contour ridge making, swale making and manure making, were simple and relatively low cost 
for villagers, and the result has become quickly visible within one harvest season in the form of increase in 
the production of their food crop (maize). Also, training methodology using LFs as trainers with their 
demonstration plots was very user friendly and accessible for villagers because LFs were selected by fel-
low villagers and they could learn on their land and receive encouragement from LFs at any time in a flex-
ible manner. In addition, as part of SVTA principles, training was equally open to everyone and all house-
holds in each target village, and this was considered very much relevant for the dissemination of tech-
niques. 
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   Taking advantage of JICA’s experience, this project was originally designed based on one JICA sup-
ported project in Senegal named “PRODEFI”1,  
 
(2)Effectiveness 
   Effectiveness of the Project is considered to be high based on the following analysis: The Purpose has 
been mostly achieved as stated in “2.3 Project Purpose.” And, the capacity of target villagers has been 
highly strengthened. 
   All three Outputs are to contribute to the achievement of the project Purpose as a whole. Since the 
Project focus was shifted to the rapid and broad expansion of the dissemination of the techniques in 2009, 
villagers training using LFs (Output 1) and the capacity enhancement of CCOs (Output 3) have especially 
contributed to that effects, while resource mobilization and coordination for advanced productive activities 
by trained villagers (Output 2) was slightly toned down within the Project scope.  

 
(3)Efficiency 
   The efficiency of the Project is considered to be high for the following reasons: By concentrating lim-
ited resources on the expansion, the Project has achieved its Project Purpose with the increasing number of 
participating households to training in target villages with the same input in terms of human resources: 
Malawian counterpart personnel including 20 CCOs and three Japanese long-term experts during nearly 5 
years. 
   Activities in "project management" were considered as administrative and supporting and were not 
recognized as Output of the Project. However, actual project management activities and monitored by 
Japanese experts for sharing and facilitation purposes among the Project team. This task consumed the 
large part of the Japanese experts’ work, without technology transfer component to the counterpart per-
sonnel of the Project.  

 
(4)Impacts 
   Impact of the Project is considered as fairly positive based on the results of the following analysis: 
It was observed that the awareness was increasing among villagers that they could improve their livelihood 
on their own based on their experience in having increased their maize production.  
   Regarding the Project effects on the reduction of soil erosion, according to the result of Area Survey in 
SEC activity by the Project, the number of farmers who practiced conservation technologies in 2011 
planting season was estimated 9,400 HHs, hence the percentage of practiced farmers to all the HHs of 244 
villages, which is 33,500, is 28%. With these HHs, 2,360ha of maize gardens are estimated as conserved. 
The amounts of soil protected in the gardens of two Project demonstration plots were 5.2m3 and 36.9m3 in 
Chiwalo and Chuma respectively. Therefore, the amount of protected soil in the entire conserved gardens
of the project target area in 2011 is estimated in a range of 12,000m3 to 87,000m3

. 

 
(5)Sustainability 
   The organizational and financial aspect is to be ensured.  

Policy and institutional aspect 
   The policy environment to promote productive activities including tree growing and soil erosion 
control through villagers training would continuously be secured, because these activities are promoted 
by GoM, at both Forestry and Land Resources and Conservation sectors as their core business.  Since 
there is not much change anticipated in the existing institutional set up for forest management and land 

                                                        
1 PRODEFI stands for “Project Communautaire de Developpement Forestier Integre au Senegal”. See 5.2 Lessons Learnt (5) Effec-
tiveness of PRODEFI approach. 
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conservation, institutional sustainability of the Project is also addresses as high.    
Organizational and financial aspect 

   The Project activities have been carried out in line with the existing organizational structures of the 
implementing agencies within the scopes of their mandates. The Project already trained 20 CCOs (for-
estry assistants, agricultural extension development officers/AEDO and community development assis-
tants) from three Ministries’ departments to train LFs in 244 villages in their charge. Therefore, it is an-
ticipated that activities to further promote introduced techniques, follow-up and monitor the progress in 
the villages would be carried out as part of their regular duties, if budget is sufficiently allocated through 
the sectors. So far it was found that budget requests for the activities to be implemented by agricultural 
extension development officers and community development assistants were respectively submitted for 
2012/13 to the District Commissioner (DC). With these facts, organizational and financial sustainability 
would be adequately secured, once the monitoring mechanism on COVAMS villages is properly modi-
fied and duly integrated into the existing system.  
    

Technical aspect 
   In terms of technical sustainability of introduced techniques at villagers’ level, in 50 villages where 
the Project started its intervention in 2009 planting season, for example, 62.5% HHs of total trained 
HHs kept practicing soil erosion control as of 2011 planting season, and tree growing was also widely 
practiced by villagers. However, it is too early to assess their sustainability. It is anticipated that tech-
nical sustainability would be assured with villagers who have sense of ownership of their practicing 
techniques and also be further strengthened with regular follow-up and consultation provided by rele-
vant agencies through LFs or extension officers. 
    

3-3 Factors that promoted/impeded realization of effects 
(1)Factors that promoted realization of effects 
・Project introduced SVTA approach. 
・To train farmers with existing technics in order for farmers to easily implement with low costs 
・To allocate training fee for Lead Farmers. 
・To provide CCO transport, motorbike and fuel. 
・To introduce tools to encourage farmers to participate training, i.e. Training participant card. 
・To minimize the size of the group of training within the village from whole village to HHs. 
・Proper project management through conducting regular meeting among different levels. 
・Farmers themselves have been realized the benefit through the implementation of the technics which 

was taught by Lead Farmers. 
 
(2)Factors that impeded realization of effects 
・Difficulties of relationship among village headman and Lead Farmers arose in some villages due to the 

lack of mutual understanding of Lead Farmers to be provided training fee for training farmers. 
・Misunderstanding among farmers that trained technics cannot be effective without putting fertilizer. 
・Different approach from other development partners. 
・Fuel shortage after 2011 made CCO difficult to conduct activities with motorbikes.  
・Shortage of the number of CCO, 20 CCOs should cover 244villages. 

 
3-4 Conclusion 
 The Project has mostly achieved its Project Purpose aiming at the dissemination of productive activities 
using simple and low cost existing techniques in soil erosion control and tree growing in all the 244 vil-
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lages of TA Kuntaja and STA Kapeni in Blantyre District. Output 1 (villagers training) and Output 2 (ca-
pacity enhancement of counterpart personnel) were effectively contributing to achieving the Project Pur-
pose, while the contribution of Output 2 (resource mobilization for advanced productive activities by vil-
lagers) was partial because of the shift of the Project strategy to the “wide and quick” dissemination of the 
techniques. The Project set targets of 50 villages with some 5,000 HHs in SVTA in 2009, and then it effi-
ciently increased the target to 244 villages with 33,500 HHs. In parallel, furthermore, the training attend-
ance of households in target villages increased each year. These achievements were carried out by the pro-
ject with the same input in terms of human resources: Malawian counterpart personnel including 20 CCOs 
and three Japanese long-term experts during the Project period of nearly 5 years. 
   The Project Purpose and Overall Goal are still relevant to the development policy of GoM and the 
ODA policy of GOJ, and SVTA using trained LFs by the Project was successfully matching with the needs 
of the target population. The Team observed that positive impact has already emerged in a way that tree 
growing was widely practiced by villagers and many practicing households in soil erosion control experi-
enced the increase of maize yields; hence, the prospect of attaining Overall Goal of the Project is likely to 
be high. The Team also found incentives for LFs, Training Participation cards, high mobility of CCOs 
equipped with individual motorbikes and the project management as promoting factors. On the other hand, 
however, the shortage of fuel from the last year, 2011, and different perception on the Project activities 
among some villagers and village heads were recognized as impeding factors.  
   With regard to sustainability of the Project achievement and its impacts, appropriate follow up and 
monitoring of households’ practice by CCOs need to be ensured in order for trained LFs to function as 
technical backstopping in villages. 
 
4. Recommendations 

【Recommendations to be implemented prior to project termination】  
・ Establishing baseline for ex-post evaluation 
・ Conducting sectorial workshops on COVAMS achievement at District level 
・ Clarification between COVAMS and FISP2 
・ Introduction of `Farming as Business 

 
【Recommendations to be considered after the Project period】  

1. Project management 
・Develop Communication Strategy from early stage of project implementation 
・Establish monitoring and evaluation framework for monitor output and outcome 
・Coordination with other projects and programmes 
・Monitoring and follow up of COVAMS  

 
2. Project design - general 

・Establishment of management structure and capacity for SVTA implementation 
・Incorporate Climate Change Adaptation and Awareness 
・Research of impact of COVAMS 
・Provision of startup input for farmers 
・Incentive schemes for Lead Famers as the replacement of cash allowance 

3. Project design- Tree growing activities 
・Increase emphasis on trees owned by individual HH. 
・Improvement of tree growing especially direct sowing method 

                                                        
2 Farm Input Subsidy Program 
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4. Other recommendations 

・The Team observed number of success stories and good practices accumulated over the project 
period. It is recommended that JICA considers compiling this information in accessible manner 
such as booklet to be disseminated so that the project achievement is appreciated by wider audi-
ence and provide good practice examples for the succeeding project and other practitioners. Pos-
sibility of producing audio visual material may also be explored. 

・JICA normally conducts ex-post evaluation 3 years after the project completion. The project 
conducted baseline survey in selected 7 villages from the initial 50 villages. In addition, it was 
recommended above to take baseline data on selected key indicators in selected additional vil-
lages at the project termination stage. The information should be used as a baseline for ex-post 
evaluation. 

 
5. Lessons Learnt 

(1) Effectiveness of SVTA 
 SVTA is an effective approach in rapidly and extensively disseminating specific techniques in a short 
term, when the needs and priorities of the target villagers are certainly understood. On the other hand, 
when there is insufficient information on the needs and priorities of the target villagers, identifying the 
most desired techniques through IVTA can be a preferable option.  
 
(2) Effectiveness of trainers’ fee 
 Providing trainers’ fee for LFs is an effective way to promote dissemination of techniques in a short 
term. In particular in COVAMS, the project has put its highest priority on rapid dissemination of specific 
techniques in a vast area, and it would be difficult to expect LFs to make a strong commitment without 
certain incentives. Though it was a small amount, providing trainers’ fee for LFs helped to strengthen LFs’ 
commitment, which enabled rapid extension. 
 
(3) Flexible project management 
   Project design and strategy should be flexibly revised depending on the progress of project activities 
and changing natural, socio-economic conditions. Flexible project management contributes to ensure the 
project to achieve desired goals and to match with the beneficiaries’ needs. 
 
(4) Adopting traditionally preferred approach 
   Taking traditionally preferred approach into consideration is effective in implementing participatory 
activities. For example, COVAMS followed the traditional information sharing process and made an an-
nouncement regarding training activities through clan leaders, which appeared to be effective in calling for 
participation. In addition, practicing the techniques in a form of DIMA3 helped the villagers to implement 
the activities while they enjoy communication among themselves. 
 
(5) Effectiveness of PRODEFI approach4 
   Utilization of local resources (including materials and human resources) contributes to enhancing 
adoption rate of techniques. In COVAMS, provision of materials from the Project was limited to training 

                                                        
3 A communal, self-help system in central Malawi  
4 A training-based participatory rural development approach that prioritizes local peoples’ training needs, utilization of local re-
sources, conducting training within the local peoples’ sphere of living, providing equal training opportunities for all, and imple-
menting training for a large number of people. 
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materials only, and most materials necessary for adoption of techniques were obtained in and around the 
target villages. Further, instructors of training were selected among the villagers (i.e. LFs) and were not 
dispatched from external organizations, so that villagers can always obtain technical support from LFs 
even after the training is finished.  
   In addition, providing equal training opportunities to all the villagers without selecting particular 
groups or individuals helped the villagers to be motivated and to increase the number of training partici-
pants and practicing farmers. The above stated approach of optimizing utilization of local resources and 
providing training opportunities to all the community members were introduced from the JICA supported 
project in Senegal (i.e. PRODEFI), which appeared to be effective in the target areas of COVAMS. 
 
(6) Training Participation Cards 
   Training Participation Cards appeared to be an effective tool to ensure everybody in the village to par-
ticipate in the training programs. In COVAMS, there were some cases where the announcement of training 
was not fully informed to all the HHs, since information sharing is usually done only among clan mem-
bers. By delivering Training Participation Cards to all the households, all the villagers became aware of the 
contents and opportunities of the provided training programs, which has contributed to increase the train-
ing participation rate. 

END
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第１章 終了時評価調査の概要 
 
１－１ 調査団派遣の目的 

 2012 年 11 月のプロジェクト終了を控え、プロジェクト活動の実績、成果を評価、確認すると

ともに、JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づく評価 5 項目の観点からレビューを行う。

また、その結果を踏まえて、今後のプロジェクト活動に対する提言及び実施を予定している本プ

ロジェクトのフェーズ 2 形成に向けた教訓・提言の他、類似事業の実施にあたっての教訓を抽出

することを目的とする。これら評価結果及び各種提言内容を、終了時評価報告書に取りまとめる。 
  
１－２ 調査団の構成 

終了時評価は、日本側調査団員とマラウイ側調査団員からなる合同評価調査団を形成して実施

した。合同評価調査団の構成は表－１のとおりである。 
 

表－１ 合同中間評価調査団団員構成 

氏名 担当 所属 
<マラウイ側調査団員 > 
Mr. Teddy Kamoto Team Leader（統括） Assistant Director,  

Department of Forestry, 
Ministry of the Environment and Climate Change 
Management 

Mr. Thomas Chigowo  Evaluation Team Member Chief Land Resources Conservation Officer, 
Land Resources Conservation Department, 
Ministry of Agriculture and Food Security 

Mr. Robert Njewa Evaluation Team Member Senior Community Development Officer,  
Department of Community Development, 
Ministry of Gender, Children and Social Welfare 

Mr. Kantambo Longwe Evaluation Team Member Agricultural Communication Officer, 
Department of Agricultural Extension Services,  
Ministry of Agriculture and Food Security 

<日本側調査団員> 
羽鳥 祐之 総括／土壌保全 JICA 国際協力専門員 
戸田 亜理子 評価管理 JICA マラウイ事務所 企画調査員 
新井 雄喜 協力企画／技術普及 JICA 地球環境部 森林・自然環境保全第二課 

嶋岡 和美 評価分析 合同会社 適材適所 
 

１－３ 調査日程 

調査期間は 2012 年 6 月 2 日～2012 年 6 月 23 日。6 月 4 日から 6 月 20 日にかけて合同評価調

査団により先方関連機関、対象村落住民、他の関係者から聞き取り調査を行い、調査結果を基に
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合同終了時評価報告書案を作成した。6 月 20 日、終了時評価報告書を合同調整委員会（Joint 
Coordination Committee：JCC）へ提出・報告した（詳細、付属資料 1 参照）。 

 
 

１－４ プロジェクトの概要 

１－４－１ プロジェクト背景 
マラウイ共和国（以下、「マラウイ」と記す）シレ川中流域は、同国最大の商業都市ブラン

タイヤ市の北部に位置しており、同市への電力供給源の水力発電所の集水域であるとともに農

作物の供給地として重要な地位を占めるが、同地域の森林資源は人口増加に伴う薪の採取によ

り急激に減少していった。森林の伐採が進んだことにより同地域の土地は保水能力、地力が低

下し、農業生産性の減少や土壌流出が生じており、流出土砂の河床への堆積によって同水系に

ある水力発電施設の能力も低下する等、同地域のみならず広範な地域に悪影響を及ぼしている。 
マラウイ政府は日本政府に対し、同地域の森林資源の減少を食い止める方策についての支援

を依頼し、わが国は「シレ川中流域森林復旧計画調査」（1999 年から 2001 年）、「シレ川中流域

における森林復旧・村落振興モデル実証調査（開発調査）」（2002 年から 2005 年）、青年海外協

力隊員（村落開発普及員）の派遣（2004 年から 2006 年）により、支援を実施した。これらの

支援を通して、同地域の土壌流出の防止・流域保全に向けたマスタープランが策定され、その

実践手法として植林・アグロフォレストリーと収入創出活動（Income Generation Activity：IGA）

を組み合わせたアプローチが導入された。同アプローチを導入した実証調査のパイロット地域

において一定の成果が確認されたことから、マラウイ政府はわが国に対し、有効性が実証され

た手法をより広範な地域に拡大することを目的として、技術協力プロジェクトの実施を要請し

てきた。この要請を受け、当機構は 2006 年に事前調査団を派遣、両者合意の結果、本プロジ

ェクトを実施することとなった。 
 
１－４－２ プロジェクト骨子 

(1) プロジェクト名：シレ川中流域における村落振興・森林復旧プロジェクト 
(2) 協力期間：2007 年 11 月 5 日～2012 年 11 月 4 日 
(3) 対象地域：シレ川中流域、ブランタイヤ県Kuntaja 伝統的首長（領）（Traditional Authority：

TA)、 Kapeni 伝統的大首長（領）（Senior Traditional Authority：STA） 
(4) 直接裨益者：上記対象地域内の対象 244 村落の住民（プロジェクト 1、2 年目に活動を

開始した村落：51 村、プロジェクト 3 年目の活動開始村落：35 村、プロジェクト 4 年

目の活動開始村落：158 村） 
(5) 先方関連機関： 

① 天然資源・エネルギー環境省 森林局（実施機関） 
② 農業・食糧安全保障省 土地保全局（実施支援機関） 
③男女平等・児童育成・地域開発省 地域開発局（実施支援機関） 
※プロジェクト実施体制の詳細は付属資料 2 実施体制図参照 

(6) 上位目標： 
プロジェクト対象村落において、村落住民が生計の向上を通じて持続可能な森林資

源管理（土壌保全活動を含む）を実践する。 

－ 2 －



 

 
 

(7) プロジェクト目標 
プロジェクト対象村落において、森林の保全復旧・土壌保全に配慮した育林と土壌浸食

対策を含む各種生産活動が実践される。 
(8) 成果 
① プロジェクト対象村落において、参加住民が育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活

動についての知識・技術を身につける。 
② プロジェクト対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動に必要な資

源にアクセスできるようになる。 
③ プロジェクトカウンターパート（C/P）機関（森林局、土地資源保全局、コミュニティ

開発局等）の育林と土壌浸食対策を含む各種生産活動に係る支援能力が向上する。 
※プロジェクト計画の詳細プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）

及び活動計画（Plan of Operation：PO）については、付属資料 3 英文報告書のAnnex1、2 を参照。 
 

１－５ 調査方法 

本終了時評価調査は、JICA プロジェクト評価ガイドラインに基づき、日本・マラウイ側評価メ

ンバーの合同で実施し、評価結果を合同評価レポートとして取りまとめ、プロジェクトの JCC の

場において報告した。調査の流れは以下のとおりである。 
(1) 最新の PDM に基づき、評価グリッド（付属資料 3 英文報告書、Annex 4 参照）を作成し

調査項目を設定した。 
(2) 評価グリッドに基づき、プロジェクトの計画、日本側・マラウイ側双方の投入実績、実

施プロセス、プロジェクトの効果（成果やプロジェクト目標の達成見込み等）について、

情報収集を行った。 
(3) 評価グリッドに基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、インパクト、持続性）

の観点から合同で評価を行った。 
(4) 評価結果に基づいた教訓を引き出すとともに、プロジェクト期間中及び終了後の活動に

ついて合同評価メンバーで検討し、提言を行った。 
(5) 合同評価報告書を作成し、JCC において評価報告会を実施した。 

 
１－５－１ データ収集方法 
合同評価調査団は、評価グリッドに基づき以下の方法で定量的・定性的なデータ収集を行っ

た。 
(1) プロジェクトの進捗報告書など既存資料のほか、JCC ミニッツ、中間評価報告書等から

の情報収集 
(2) マラウイ側プロジェクトスタッフ、日本人専門家、その他関係者へのインタビュー 
(3) プロジェクトにおける日本側の投入実績 
(4) プロジェクトサイトでの現地調査 

 
１－５－２ 調査項目 

(1) プロジェクト実績 
 プロジェクトの実績は、PDM に示された指標と比較しながら、投入、活動、成果及びプ
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ロジェクト目標において、それぞれの実績を確認した。 
(2) 実施プロセス 

プロジェクトの実施プロセスは、活動がスケジュールどおり実施されているか、またプロ

ジェクトが適切に管理されているかという視点からプロジェクトを評価した。また、実施プ

ロセスに影響を与えた促進要因や阻害要因の特定も行った。 
(3) 評価 5 項目 
① 妥当性 

プロジェクトの妥当性については、プロジェクトの目指している効果（プロジェクト目

標や上位目標）が、受益者のニーズに合致しているか、マラウイや日本側の政策との整合

性があるかなどの視点から検証した。 
② 有効性 

プロジェクト成果がプロジェクト目標の達成に寄与したかを含め、プロジェクト目標の

達成度を検証した。 

③ 効率性 

プロジェクトの効率性は、投入と成果の関係に注目し、特に投入の時期、質、量につい

て成果を達成する上で適切であったか分析することで検証した。 

④ インパクト 

 プロジェクトのインパクトは、今後の上位目標達成に向けた影響も含め、プロジェクト

実施によりもたらされる直接・非直接的な正負の効果・影響を分析し検証した。 

⑤ 持続性 

 プロジェクトの持続性は、プロジェクト終了後にプロジェクトの実績がどの程度継続さ

れるか、ないしは発展されるか検証することで、組織面、財政面、技術面について予測し

た。 

 

合同評価調査団は、評価 5 項目の観点からプロジェクトを次のように評価した：とても高い、

高い、普通、低い、とても低い。 
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第２章 プロジェクトの実績 
 

２－１ 投入実績 

２－１－１ 日本側の投入実績 
(1) 専門家派遣 

2010 年 6 月現在の長期専門家派遣実績は 3 名、短期専門家派遣実績は延べ 4 名である。 
 

表－２ 専門家派遣実績 

長期専門家 
専門家氏名 担当業務 派遣期間 
佐藤 朗 チーフアドバイザー/ 

森林資源管理（土壌浸食対策）

2007 年 11 月 5 日～2012 年 11 月 4 日 

金澤 弘幸 農村開発 2007 年 11 月 12 日～2012 年 11 月 4 日 
川元 美歌 業務調整/森林資源管理 

（流域保全） 
2007 年 11 月 5 日～2012 年 11 月 4 日 

短期専門家 
野田 直人 参加型村落開発アドバイザー 

PRODEFI モデル監督・管理 
2008 年 1 月 27 日～2008 年 2 月 8 日 
2008 年 11 月 8 日～2008 年 11 月 23 日 
2009 年 7 月 3 日～2009 年 7 月 18 日 

齋藤 千絵 プロジェクト広報強化 2012 年 2 月 18 日～2012 年 3 月 18 日 
 

(2) 機材供与 
JICA は 3 台の自動車、18 台のバイクをなどの機材を供与した。機材供与額は、約 9.76 百

万円（32.1 百万クワチャ）である。すべての機材は良好な状態で活用されている（内訳は付

属資料 3 のAnnex 8 のとおり）。 
(3) 研修員受入 
合計 29 名のマラウイ政府スタッフが国外の研修に参加した。内訳は、セネガル 5 名、ケ

ニア 4 名、タンザニア・アルゼンチン・ガボン各 1 名、日本 17 名（詳細は付属資料 3 のAnnex 
7 のとおり）である。 
(4) ローカルコスト 

2012 年 6 月現在、ローカルコストは、95.1 百万クワチャ（約 41.1 百万円）である（内訳は

付属資料 3 のAnnex 9 のとおり）。 
 

２－１－２ マラウイ側の投入実績 
(1) プロジェクト要員 

プロジェクトダイレクター1 名、プロジェクトマネージャー1 名、フィールドマネジメン

トオフィサー（Field Management Officer：FMO）3 名に加え、村落での研修等普及活動を

担当するCOVAMS 普及担当官（普及員）（Conservation Coordination Officer：CCO）20 名が
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配置された。CCO は 6 名の県林業担当官、10 名の県農業担当官、4 名の県コミュニティ開

発担当官から構成されている。プロジェクトダイレクター及び FMO を含むスタッフの転

勤による交代を含め合計 35 名が配置された。これらプロジェクト要員は、森林局のほか、

農業普及サービス局、コミュニティ開発局の異なる 3 省庁の部局に所属する政府職員が配

置された（詳細は付属資料 3 のAnnex 6 のとおり）。 
(2) 施設・設備の提供 

    プロジェクト事務所は、ブランタイヤ県営林事務所内に設置されている。電気・水道など

の公共料金もマラウイ側により支払われている。 
   また、Chiwalo 村とChuma 村のデモンストレーションプロットの土地はそれぞれのコミュ

ニティから提供されている。その他、森林局とコミュニティ開発局から合計 2 台のバイクが

提供されている（詳細は付属資料 3 のAnnex 8 のとおり）。 
(3) ローカルコスト 

    2012 年 6 月現在、ローカルコストは 28.9 百万クワチャ（約 6.3 百万円）である。ローカ

ルコストには、マラウイ側プロジェクトスタッフの出張旅費、ガソリン代、オフィス用品等

が含まれる（内訳は付属資料 3 のAnnex 9 のとおり）。 
 

２－２ アウトプットの実績 

各成果の達成度の詳細については、以下のとおりである。 

２－２－１ 成果 1 の実績 
「成果 1. 対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動についての知識・技

術を身につける。 」 

成果 1 は以下の点からおおむね達成されたと評価できる。 

（1） 指標 1-1：50 村における全世帯数に対する研修参加世帯の割合（70％） 

2008 年及び 2009 年に研修を開始した 50 村の世帯数は 2011 年現在 5,024 世帯である。プ

ロジェクトでは参加世帯ではなく参加者の数を集計しているため、参加者数を全世帯数で

除した数値をある程度合理性を有するものとみなすと、育林研修には 73.9％の、土壌浸食

対策研修には 73.5％の世帯が参加している。この数値からも、指標 1-1 は達成されたと判

断できる。 
（2） 指標 1-2：50 村における研修参加者のうち技能を習得した参加者の割合（75％） 

一方、プロジェクトでは実践者ではなく実践世帯の数を集計しており、研修参加世帯数

（実際は参加者数）に対する実践世帯の割合は、2011 年で、育林については 78.1％（3,926
世帯）、土壌浸食対策については 45.9%（2,307 世帯）に達している。このことから、ほぼ

半数は指標 1-2 を達成できたと判断できる。 
なお、244 村全体では、73.2％が育林研修に参加し、土壌浸食対策については、27.5％が

参加した。 
（3） 指標 1-3：対象 244 村の各村に 1 つのデモンストレーション圃場が設置される。 

244 村の 95%にあたる 232 村でデモンストレーション圃場が一カ所以上設置されたこと

から、指標 1-3 はほぼ達成された。 
（4） 指標 1-4：リードファーマー（LF）が育林及び土壌浸食対策の研修を実施している村の

数（244 村） 
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LF による研修が、育林では 209 村（85.7%）、土壌浸食対策では 215 村（88.1%）で行わ

れたことから、指標 1-4 はほぼ達成されたと判断できる。 
 

なお、研修参加世帯の割合（指標 1-1）については、中間レビュー時（2010 年 6 月）に比べ、

50 村で、育林研修及び土壌浸食対策研修の参加世帯割合が、それぞれ 20%から 73.9%、及び 34%
から 73.5%に増えている。 

 
２－２－２ 成果 2 の実績 
「成果 2 と対象村落住民が、育林と土壌浸食対策を含んだ各種生産活動に必要な資源にアク

セスできるようになる。」 
成果 2 は以下の点から部分的に達成されたと評価できる。 

（1） 指標 2-1：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源に関する情報を入手できた

世帯の割合（75%） 
 50 村において、リソース（資源）に関する情報は、育林研修参加者にのみ研修時

にCCO を通じて配布された。2011 年度の育林研修参加者数は 3,713 人であり、その

全員が情報を入手できたことになる。提供された情報はマラウイ電力供給会社

（Electricity Supply Corporation of Malawi Limited：ESCOM）やブランタイヤ水道局

（Blantyre Water Board：BWB）などのサプライヤーからの情報や、ブランタイヤにお

ける林産物の市場価格など、限られたわずかな情報であった。以上から、指標 2-1 は

部分的に達成したと評価できる。 
（2） 指標 2-2：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源を入手することが出きた世

帯の割合（50%） 
 多くの開発支援プログラムやNGO は、個々の世帯や個人を支援対象とはせず、村

民のグループや村を単位に支援を行っていることから、本指標の達成状況をはかるデ

ータはプロジェクトでは集計されていない。 
 なお、2010 年には、NGO のトータルランドケア（Total Land Care：TLC）から研

修を受けた 146 名の村人に対し、苗木や容器の提供を受けたほか、研修を受けた 46
名のうちいくつかのグループや 7 つの村では、Local Development Fund から 5,000 本

の種苗の提供を受けた。また、研修を受けた 2 村のうちの 2 グループは 2012 年に担

当 FMO の支援を受け、ESCOM に苗木生産に必要な資材供給のプロポーザルを提出

した。 
 
２－２－３ 成果 3 の実績 
「成果 3 とC/P の、育林と土壌浸食対策を含む各種生産活動に係る支援能力が向上する。 
成果 3 は以下の点からおおむね達成されたと評価できる。 
(1)  指標 3-1：50 村における研修参加世帯のうち、必要な資源に関する情を入手できた世帯

の割合（75%） 
 すべてのCCO を対象に 53 回の研修が、2007 年 11 月から 2012 年 6 月の間、ほぼ

毎月実施された。内容は、育林・土壌浸食対策・ガリ対策などの技術分野のみならず、

プロジェクト管理、コンピュータ研修、海外研修参加者との成果共有セッションなど
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多岐にわたっている。以上から、指標 3-1 は達成された。 
(2) 指標 3-2：ガイドラインが作成される。 

 総合型村落研修アプローチ（Integrated Village Training Approach：IVTA）ガイドラ

インは、2009 年に作成され、特定型村落研修アプローチ（Specified Village Training 
Approach：SVTA）ガイドラインは、2010 年初めにドラフトが作成され、その後、CCO
やLF からのフィードバックを反映した修正が行われ、2012 年 4 月に最終版が完成し

た。以上から、指標 3-2 は達成された。 
(3) 指標 3-3：ガイドラインを十分に理解し適用できるC/P の割合（75%） 

 終了時評価時点で活動中の全 18 名のCCO に対する質問票調査では、全員が、農民

に技術指導を行う LF を訓練する研修の実施に自信を持っていると回答し、8 名がガ

イドラインを理解するのに困難はなかったと述べている。また、日本人長期専門家は、

CCO はプロジェクトスタッフ間での十分な協議・話し合い及び現場での農民との実践

を通じて、十分にガイドラインを理解していると回答している。以上から、指標 3-3
は十分に達成されたと判断できる。 

 
２－３ プロジェクト目標の達成状況 

 「対象村落において、森林の保全復旧・土壌保全に配慮した育林と土壌浸食対策を含む各種生

産活動が実践される。」 

 対象地域における育林と土壌浸食対策を含む生産活動の普及を目指すプロジェクト目標は以下

の点からおおむね達成されたと評価できる。 

(1) 指標1：全世帯のうち、研修を受けた育林技術を取り入れている世帯の割合（50村で50%、

119 村で 30%、75 村で 20%）育林技術を取り入れている世帯の割合は、244 村の村長が

村内のクランに対して行った聞き取り結果の集計によると、50村で78.1%、119村で76.1%、

75 村で 67.9%である。以上から、指標 1 は達成された。 
(2) 指標 2：全世帯のうち、研修を受けた土壌浸食対策技術を取り入れている世帯の割合（50

村で 50%、119 村で 30%、75 村で 20%）土壌浸食対策技術を取り入れている世帯の割合

は、50 村で 45.9%、119 村で 32.2%、75 村で 15.1%に達している。以上から、指標 2 はお

おむね達成された。 
(3) 指標 3：全世帯のうち、その他の生産活動を実践している世帯の割合（IVTA 対象の 9 村

で 30%）プロジェクトの実施戦略が IVTA から SVTA に変わり、全 244 村への育林及び

土壌浸食対策技術の普及に焦点が定まった後、その他の生産活動への支援は限定的なも

のとなり、プロジェクトの活動は縮小したが、中間レビュー時点（2010 年 6 月）で、IVTA
対象の 7 村について 100%の達成を遂げている。 

なお、本プロジェクトでは、2009 年に SVTA による対象村を 50 村 5,000 世帯と定め、以降効

率的に 244 村 33,500 世帯に拡大した。 
また、本プロジェクトにおいては、対象地域を 2 TA 全域 244 村への拡大を行ったが、他地域へ

の普及にかかる取り組みは含まれておらず、244 村での上記活動実施に焦点を置いたプロジェク

ト活動として実施した。 
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２－４ 上位目標の達成状況 

「対象村落において、村落住民が生計の向上を通じて持続可能な森林資源管理（土壌保全活動

を含む）を実践する。」 

 土壌浸食対策技術を実践した多くの世帯が既にメイズの収量増加を経験しており、育林につい

ても技術は広く普及していることが確認された。したがって、プロジェクト目標を達成し、CCO
による適切なフォローアップや LF を活用した技術指導及びモニタリングが継続されるならば、

上位目標が達成される見込みは高いとみられる。樹木の眺望及び林産物へのアクセスの改善並び

に生計向上の推移を測るモニタリングについては、ベースラインの把握とともに早急に計画・実

施される必要がある。 
 

(1) 指標 1：対象 244 村において、樹木の眺望及び林産物へのアクセスが改善されたと認識す

る世帯の割合（60%） 
 樹木の眺望及び林産物へのアクセス改善を計るモニタリングは実施されていない。 

(2) 指標 2：対象 244 村において、生計が向上した世帯の割合（60%） 
 プロジェクト対象村のうち 7 村をサンプルとして実施したインタビューによると、土壌

浸食対策を実践した多くの村人はメイズ収量の向上を実現し、それらの村人は世帯におけ

る食糧安全保障は改善した、と述べているが、生計向上を計るモニタリングは実施されて

いない。 
(3) 指標 3：対象 244 村の全世帯のうち、研修を受けた育林技術を取り入れている世帯の割合

（60%） 
 プロジェクトにおいて、244 村の協力を得て 2012 年初頭に実施されたデータ収集結果

によると、研修を受けた育林技術を取り入れている世帯の割合は 73.2％であり、すでに本

指標は達成されている。 
(4) 指標 4：対象 244 村の全世帯のうち、研修を受けた土壌浸食対策技術を取り入れている世

帯の割合（60%） 
 2011 年時点で、244 村のうち、27.5％の世帯が研修を受けた土壌浸食対策技術を取り入

れている。 
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第３章 実施プロセス 
 
３－１ 活動の進捗状況 

本プロジェクトは、プロジェクト 2 年目にあたる 2009 年に IVTA から SVTA への変更を行うな

どプロジェクト戦略と手法において重要な変更を実施し、全般的に、多くのプロジェクト活動は

スケジュールどおりに実施されている。SVTA は、プロジェクト対象を対象地域 2TA のうち 86
村から 2010 年に全村 244 村に拡大した 2TA において、土壌浸食対策と育林の急速かつ広域な技

術普及に集中するアプローチとして取り入れられた。 
活動 1-3 について、本来は 2007 年から 2009 年において選定された 9 村を対象とする詳細調査

として実施されたものであったが、その後、その調査は SVTA において、土壌浸食対策及び育林

の研修対象村として、対象村の世帯数と人数を確認する目的で家計調査として再度実施された。 
 また、活動 1-5-1 における LF 育成は、活動 1-4 の研修準備の一部として、活動 1-4-4 の土壌浸

食対策対象各村におけるデモプロット作成と並行して実施された。2009年から2010年にかけて、

349 名（男性 174 名、女性 175 名）の土壌浸食対策担当 LF、341 名（男性 173 名、女性 168 名）

の育林担当 LF、及び 195 名（男性 135 名、女性 60 名）のガリ対策担当 LF が育成された。あわ

せて、プロジェクト 3 年目にあたる 2010 年には、新たな対象村におけるLF を迅速に育成する必

要があったことから、CCO により、シニア LF が育成された。プロジェクトでは、232 村におい

て合計 1,260 名のLF の育成と少なくとも 464 のデモプロット建設を実施した。 
 同時に、活動 1-5-4 の他の生産活動にかかる農民研修については、農民からの提案と実施に向

けたコミットメントに応じて縮小して実施するにとどめた。 
 活動 2-1 及び 2-2 については、FMO の不十分な活動と、交代時の後任 FMO（2011 年 11 月着任）

の着任の遅れのほか、ブランタイヤにおいては、育林研修を受けた農民がアクセスできる育林資

源確保や提供機関が限られていることが判明し、その条件下で対応すべき戦略と活動計画が不足

していたため、やや予定から遅れて実施されたほか、十分なモニタリングがなされなかった。し

かしながら、研修対象村の急速な拡大にプロジェクトの重点を移したことにより、成果 2 の優先

度は低下した。 
 活動 3-1 については、C/P の能力向上のために、前指標であった、「C/P のイニシアティブのも

とで計画・実施された研修の割合（90％）」の達成が確認された 2010 年の中間レビュー以降、C/P
へのオンザジョブ・トレーニング（On the Job Training：OJT）からプロジェクトマネジメントに

よるCCO の育成に変更された。 
 
３－２ 技術移転実施状況 

 2009 年にプロジェクトの重点が技術普及対象地域の拡大に移行したもの、技術移転、言い換え

ると対象グループとC/P の能力向上はプロジェクトの重要な部分であることに変化はなかった。 
 
３－２－１ プロジェクトの直接受益者である 244 村の農民 
 農民全員を対象とし、プロジェクトは SVTA を通じて土壌浸食対策、育林、ガリ対策の研修

を、毎年指定した地域の対象村落の農民全員に対して実施した。農民は、農民によって選出さ

れたLF が実施する形式で研修を受講した。研修を受講した農民は、LF の支援を受け、彼らの
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土地で研修技術実践を促進された。 
 プロジェクトによる村人への研修実施の重要な点は、参加することを通じて日当や肥料・種

などの物資提供を行うのではなく、デモプロットを活用した農民への研修を通じて農民に知識

とスキルを提供する点であった。このアプローチは他の開発手法とは異なるものであったため、

しばしば研修に物資を期待して参加する農民の中で誤解と混乱を生じることもあった。 
 2009 年の IVTA から SVTA へのプロジェクト重点の変化に合わせ、投入と時間が限られてい

ることから、プロジェクトは個々の農民の能力向上よりも技術を「広く」「早く」普及させる

ことに重点を置き、2012 年には、各村の研修支援の期間を 2 年間と限定するという更なる変更

を行った。 
 
３－２－２ LF とシニアLF 
 LF は、同じ村の中から Sensitization Meeting にて技術分野（土壌浸食対策、育林、ガリ対策）

ごとに選出される。また、村で 2 名以上の LF が選出される場合、ジェンダーバランスが考慮

される。その後LF はCCO による研修を受け、デモプロットでの実践と村人への研修実施を問

題なく実施した場合には認証を受ける。 
 LF は研修実施後、研修実施報告をプロジェクトに提出することで、プロジェクトから講師料

を受領する。 
 CCO はLF と毎月一回または二回、定期会議を開催し、研修実施報告の提出や実施面積のデ

ータ収集を含むさまざまな議題について議論を行う。 
 LF と村人の両方への研修を実施するシニア LF は CCO による研修を受けて育成される。シ

ニア LF は、2010 年に新たな対象村への技術普及を急速に実施する必要があったことから導入

された。 
 
３－２－３ CCO（普及担当官） 
 森林局、農業普及局、コミュニティ開発局、とマラウイ政府の異なる省・部局から選出され

た CCO は、LF やシニア LF へのトレーナーとして対応できるよう、土壌浸食対策、育林、ガ

リ対策の 3 技術の研修を基本的に受講した。土壌浸食対策と育林についてはマラウイ人の経験

のある政府担当官から、ガリ対策については日本人専門家からの研修を受けたほか、プロジェ

クトによるさまざまな研修に参加した（詳細は付属資料 3 のAnnex 11 のとおり）。 
 2012年6月の終了時評価時点において、18名のCCOはそれぞれ4村243世帯から26村6,510
村を担当（一人当たり平均で 12 村 1,827 世帯）。 
 各CCO は担当村のLF や村人との業務を目的として、プロジェクトからバイク 1 台と燃料バ

ウチャーを交通手段として支給された。 
 
３－３ プロジェクトマネジメント 

３－３－１ プロジェクト計画と PDM 改訂 
 2007年のプロジェクト開始以降、2008年9月に指標の修正を行う改訂が実施された（PDM2）。 
 2009 年 7 月の運営指導調査の結果を受け、PDM2 は、プロジェクト目標と成果に育林に加え

土壌浸食対策を追加し、SVTA の説明及び対象村落数を加えたほか、指標が設定され、2010 年

3 月に改訂された。また、プロジェクト目標の指標 4 が削除され、上位目標に「育林技術を適
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用した世帯数の割合」が追加された（PDM3）。 
 PDM の最終改訂は、2010 年 6 月の中間レビュー調査において提言された、土壌浸食対策技

術を広く急速な拡大・普及への移行を受け、2011 年 11 月に実施された。プロジェクト対象地

域全村である 244 村に対象村数を増加した。加えて、プロジェクト目標と成果の両方の指標に

おいて、「実施者/参加者」を「世帯数」に変更した。 
 既述のとおり、成果 2 を担当する FMO の不十分な活動及び戦略的な活動計画不足により、

プロジェクトによる成果 2 の計画と実施は十分に行われなかった。 
 「プロジェクトマネジメント」とはプロジェクト管理上のものであってプロジェクト成果と

すべきものではないが、プロジェクトマネジメント活動は、PDM の具体的な活動として組み入

れられており、プロジェクトチーム内での情報共有とファシリテーションのために日本人専門

家によりモニタリングが行われた。 
 
３－３－２ コミュニケーション、コンサルテーション及び意思決定 
 プロジェクトマネジメントはプロジェクト実施期間中、情報共有と必要事項の協議を目的と

してさまざまなレベルで定例会議を行ってきた。年二回の JCC ミーティングのほか、毎月一回

のプロジェクト運営委員会（Steering Committee：SC）ミーティング、毎月二回のCCO ミーテ

ィング、毎月二回の LF ミーティング、年一回のプロジェクトレビューミーティングを実施し

た。 
 プロジェクトマネジメントミーティングは 2010 年までは毎月二回開催されたが、終了時評

価時点では毎月一回となっていた。 
 
３－３－３ 活動モニタリングと指標 
 対象村における育林と土壌浸食対策の研修実施モニタリングは基本的に LF によって実施さ

れ、LF はCCO を通じて研修報告をプロジェクトマネジメントに提出する。その後、収集され

たデータは日本人担当専門家による分析のため、土壌浸食対策、育林、ガリ対策の各分野ごと

に蓄積された。 
 プロジェクト活動と投入は、PDM と PO に基づき、上記定例会議において定期的にモニタリ

ングが行われ、その結果は半期報告や年間報告として関係者間で共有されてきた。 
 しかし、プロジェクトではモニタリング方法を設定していなかったため、それらの報告書は

プロジェクト目標や成果の達成度について詳しく述べられていない。その結果、プロジェクト

活動は各研修の担当日本人専門家により計画されるにとどまり、活動結果は成果モニタリング

指標との関連やプロジェクト目標達成状況への反映などに適切に組み込まれなかった。 
 等高線畝立て実践世帯数のモニタリングや地域調査は毎年実施された。2010 年には、LF に

より 169 村の基本データが収集され、FMO と担当日本人専門家による分析が行われた。その結

果は、「COVAMS Working Paper, No.10（2011 年 10 月）」としてまとめられた。2011 年には、244
村のうち、219 村についてデータが収集・分析された。他方、育林実践世帯数のモニタリング

については、244 村の村長の協力を得て、2012 年初頭に終了時評価の準備の一部として実施さ

れた。 
 加えて、244 村において年間 1,260 名のLF が実施する 35,000 世帯以上を対象にした 4,000 件

にも及ぶ研修について、LF の研修講師料を JICA が支出することによる会計上のアカウンタビ
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リティ確保のため、支払手続きの際に研修実施を確かめる必要があり、マラウイ人C/P への技

術移転以外の部分において、日本人専門家に多大なる労務負荷が生じた。 
 
３－４ 中間レビューのフォローアップ状況 

３－４－１ PDM 及び PO 改訂（2010 年末） 
 中間レビューにおける提案に沿って、2011 年 11 月にプロジェクトチームによって PDM3 の

改訂が実施され、2012 年 2 月に JICA とマラウイ政府の間で覚書（Memorandum of Under-
standing：MOU）の改訂が完了した。 
 
３－４－２ プロジェクトインパクトのモニタリング 
 樹木の眺望、林産物のアクセス、またメイズ収量など生計の向上を計るためのベースライン

に基づく適切なモニタリングは実施されなかったが、他方、土壌浸食活動にかかる地域調査は

プロジェクトにより毎年実施された。 
 
３－４－３ 成果達成のための活動拡大 
 資源連携を担当する FMO は 2011 年に交代したものの、プロジェクトの重点を技術普及範囲

の急速な拡大に移行したことから、成果 2 の優先順位は低くなっていた。 
 
３－４－４ 計画に基づく実施監理 
プロジェクト活動は営林事務所の活動計画（年間、四半期など）に組み込まれていなかった

ものの、プロジェクト活動の計画・実施・モニタリングは日本人専門家とC/P との間で、PDM、

PO とともに管理されていた。 
 
３－４－５ 広範な地域を対象にするための効率的な投入 
 2012 年に、プロジェクトは限られたリソースを地域拡大に集中させるため、対象村における

研修を通じたプロジェクト支援期間を 2 年間と設定した。 
 
３－４－６ マラウイ政府内におけるプロジェクト実施体制強化 
 2010年4月の第4回 JCCから農業食糧安全保障省農業普及サービス局がプロジェクトの JCC
メンバーとして加わった。 
 ブランタイヤ県知事（District Commissioner：DC）においては、プロジェクトのために県上層

部によるタスクフォースが設立されたが、予算不足のため機能させることができなかった。 
 
３－４－７ 効果的な予算措置 
 マラウイ政府による予算措置は増額が行われた。しかし、予算支出に必要な支出報告書や次

期活動計画書を期限通りに提出したにもかかわらず、予算支出は常に遅延を来していた。 
 
３－４－８ 他の援助実施機関との連携促進 
 TLC は育林における資材の支援を行ったほか、ESCOM とBWB は SC にメンバーとして加入

した。 
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 また、プロジェクトは国連開発計画（United Nations Development Programme：UNDP）による

持続的土地管理（Sustainable Land Management：SLM）プロジェクトへのプロジェクト活動説明

とサイト訪問を実施した。他の開発援助機関とのハイレベルな連携が必要な事項は JICA マラ

ウイ事務所により実施されたが、プロジェクトの範疇において主だったコンサルティング活動

は実施されなかった。 
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第４章 評価５項目における評価結果 
 
４－１ 妥当性 

本プロジェクトは以下の理由から妥当性が高いと判断される。 
 森林管理及び土壌保全の進展を目指す本プロジェクトは、貧困削減と持続可能な土地管理によ

る食糧安全保障を重視する「マラウイ成長開発戦略 II（MGDS II: 2011-2016）」に沿った「国家森

林プログラム」及び「農業セクターワードアプローチ（ASWAP）」と政策の方向性を一つにして

おり、わが国の『対マラウイ共和国・国別援助方針』においては、「農業開発・自然資源管理プロ

グラム」の下に位置づけられている。また、シレ川中流域は、マラウイにおいて依然政策上の優

先度の高いエリアである。 
 プロジェクトが訓練した LF を住民研修の講師とする SVTA の導入は、プロジェクトの直接受

益者である対象 244 村住民の食糧安全保障に対する喫緊のニーズ、及び技術の迅速な普及拡大と

いうプロジェクト戦略の両方に的確に対応し、その優位性を発揮した。 
 

４－２ 有効性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性が高いと判断される。 
 また、3 つの成果はいずれもプロジェクト目標達成に資するものであり、成果 1（村民による技

術の習得）及び成果 3（C/P の能力強化）の達成度は高く、プロジェクト目標達成に大きく貢献

している。他方、成果 2（村民が生産活動に必要な資源にアクセスする能力の向上）については、

投入有効活用の観点から活動のスコープは縮小されたが、そのことによって新戦略の下でのプロ

ジェクト目標達成に間接的に貢献したと解釈することができる。 
 なお、各成果指標のモニタリングについては、信頼性及び精度向上への対応の必要性が認めら

れる。 
 
４－３ 効率性 

本プロジェクトは以下の理由から有効性はおおむね高いと判断される。 
日本国及びマラウイ側双方の投入は、人的投入、供与機材、現地活動費とも計画に沿って効果的

に使われ、成果の産出に結びついている。限られた投入を技術普及の面的拡大に集中し、効率的

に活用することにより、当初計画された人的投入（20 人の CCO 及び 3 人の日本人長期専門家）

及びプロジェクト期間（5 年間）を変えずに対象村落及び世帯数を大幅に増やした。 
 ただし、研修を主たる活動とするプロジェクトの円滑な実施に欠かせない運営管理（プロジェ

クト・マネジメント）の活動については、多くのC/P が兼務でプロジェクトに参加していたこと

から、実質的には日本人専門家が指揮を執り、活動量のかなりの部分を運営管理業務に費やして

いたが、技術移転の対象分野とは位置づけられておらず、C/P の配置が限定的であった点には留

意が必要である。 
 
４－４ インパクト 

 本終了時評価調査時点では、既述の通り、上位目標達成の兆候が認められ、正のインパクトが

発現しているが、一部に負のインパクト（対象村落村長に生じた誤解）が認められ、適切な対応

－ 15 －



 

 
 

が必要である。 
 現地調査時の聞き取りから、本プロジェクトが普及した育林及び土壌浸食対策技術の有用性は

住民の中に広く認知されつつあり、その技術を実践しメイズを増産させた経験から自力での生計

向上の可能性に自信をもつ住民の増えていることが確認された。 
 なお、シレ川への土壌流出低減に向けた本プロジェクトの貢献について、プロジェクトチーム

が行った調査の結果は次の通りである。2011 年の土壌保全活動実践者数（等高線畝立て技術の実

践世帯数）は 9,400 世帯と推計され、全 244 村の 33,500 世帯の 28％を占める。これらの実践世帯

が耕作するメイズ畑（2,360ha）を保全された農地と想定し、プロジェクトがChiwalo 及びChuma
の 2 村に設置したデモンストレーション圃場で測定された土壌流出量を基に算定すると、

12,000m3 から 87,000m3 の土壌流出（浸食）が免れた計算になる。 
 

４－５ 持続性 

組織・財政面での持続性の確保が課題である。 
政策・制度面： 

育林や土壌浸食対策を含む生産活動の促進に向けた住民を対象とする研修の実施は、政府

（森林部門及び土地資源保全部門）の役割でありコアビジネスであると認識されており、こ

の政策環境は今後も継続することが見込まれる。また、森林管理及び土壌保全セクターの制

度機構に大きな変更はないことから、実施体制面での持続性も見込まれる。 
組織・財政面： 

本プロジェクトは、既存の組織体制を基に、森林局（環境・気候変動省）、農業普及サービ

ス局（農業・食料安全保障省）及びコミュニティ開発局（ジェンダー・児童・社会福祉省）

の県レベルの職員を組織・訓練した普及員（CCOs：森林官・農業普及官・コミュニティ開発

官の兼任）が、本来業務で管轄している村落を基本として、本プロジェクトのために設定さ

れた担当村落の住民を対象に研修活動を計画・実施するものである。そのため、担当村落に

おける更なる技術の普及、フォローアップ、及びモニタリングの活動については、それに必

要な予算措置が各部局において行われるならば、今後もCCO であった担当官の本来業務の一

部として継続される可能性は大きい。終了時評価調査の時点では、農業普及官及びコミュニ

ティ開発官が所属部署（県の農業局及び地域開発局）で 2012/2013 年度の予算申請を行ったこ

とが確認されている 。こうした取り組みを進め、本プロジェクト対象村落についてフォロー

アップ及びモニタリングを行う体制を、プロジェクト終了後に適切に再編成して既存の体制

に組み込むことにより、組織・財政面での持続性の確保されることが見込まれる。 
技術面： 

住民が技術の有用性に自信を深め、積極的にその技術を活用するならば、住民レベルでの

技術の持続は十分に見込まれる。更に、住民が習得した技術や知識の定着に向けて、実施機

関（CCO）による適切なフォローアップやLF を活用した技術指導及びモニタリングが継続し

て行われるならば、持続性は一層高まることが期待できる。 
なお、CCO の担当村落における活動の持続性を確保するためには、彼（女）らの交通手段

の確保、すなわち、各自に貸与された自動二輪車と燃料の支給を継続することが非常に重要

である。 
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４－６ 効果発現に貢献した要因及び阻害要因 

４－６－１ 貢献要因 
・SVTA によって導入された技術が農民のニーズである食料確保に合致していた。 
・農民が実践しやすい簡易で低コストの既存技術の指導により農民の理解・実践促進につなが

った。 
・LF への研修講師料の支払いにより、LF が責任感を持ち、村での研修実施促進につながった。 
・CCO の交通手段の確保（各自に自動二輪車と燃料チケットを貸与・支給）により機動力が向

上し、CCO による農民の訪問や支援といった活動の原動力になった。 
・研修参加カードなど、村民の研修参加を促進させるための各種ツールの開発により、研修の

円滑な実施と参加率向上につながった。 
・対象村落での研修単位を「村」から「クラン」への縮小するにより、農民にとっては近隣で

の親戚単位で研修を受講できるようになり、研修への参加がしやすくなった。 
・プロジェクトの運営管理において、（プロジェクト関係者に対するさまざまなレベルでの定

例会議が開催）された。それらの会議に多くの時間を費やすこととなったが、そういった会

議の場を通じて、CCO を含めた関係者への情報共有が確実に行われ、プロジェクト関係者と

他のステークホルダーによるプロジェクトチームとしての良好な関係構築に貢献した。 
・プロジェクトで訓練を受けた技術の便益性（収量増加）についての村民自身が利益を享受す

ることで彼ら自身の確信につながった。 
 
４－６－２ 阻害要因 
・LF に対する研修講師料支払についての村長の理解が得られず、いくつかの対象村で生じた

LF と村長との間の良好な関係構築に困難が生じた。 
・村民の間に生じた「研修で学んだ技術は、肥料がなければ効果がない」という誤解が生じた。 
・肥料や種子、日当などを提供する他の開発支援プログラムと異なるアプローチであったこと

から、何かもらえるのではないかと期待して研修に参加した農民の中で、混乱が生じること

があった。 
・CCO によるLF や農村への訪問・フォローアップが効果発現に重要である中、2011 年以降の

燃料不足（CCO の自動二輪車）により、CCO 機動力に影響が生じた。 
・少ない人数の CCO（は 20 人で 244 村をカバー）しなければならかったため、人数不足によ

り 5 月や 6 月に集中する作付け準備のための研修実施に遅れが生じた。 
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第５章 結論 
 
 本プロジェクトは、プロジェクト目標をおおむね達成し、ブランタイヤ県のクンタジャ・カペ

ニの 2 つの TA の全 244 村を対象に、農民が実践しやすい簡易で低コストな既存の育林・土壌浸

食対策技術を取り入れた生産活動を普及した。プロジェクトの 3 つの成果はいずれもプロジェク

ト目標の達成に貢献し、成果 1（村民による技術の習得）及び成果 3（C/P の能力強化）の達成度

及び貢献度は大変に大きい。他方、成果 2（村民が生産活動に必要な資源にアクセスする能力の

向上）については、プロジェクトの実施戦略が短期間で広範囲に技術を普及させることを優先す

る方向に転換されたこと等により中程度に留まった。 
当初、本プロジェクトでは対象地域の一部の村落を対象に、持続的自然資源管理や住民の生

計向上に係る多種多様な研修を実施してきた。しかし、2009 年の運営指導調査を境に、本プロ

ジェクトの究極の目的であるシレ川中流域における土壌浸食の防止に注力するため、研修テー

マを住民の喫緊の食糧増産ニーズに応える土壌浸食対策及び育林等に絞り、住民に選ばれたLF
が研修を行う SVTA を採用して、効率的に技術普及のための研修活動を実施した結果、当初か

らの 3 名の長期専門家と 20 名の CCO による体制で、約 5 年の間に 244 村にまで技術を普及さ

せることに成功した。 
プロジェクトの成果の持続性については、住民が研修への参加を通じて習得した技術や知識

の定着には、CCO による適切なフォローアップや LF を活用した技術指導及びモニタリングが

継続して行われる必要があり、そのための組織・財政面での持続性の確保が課題となっている。 
また、各成果指標のモニタリングについては、信頼性及び精度向上への対応の必要性が認め

られ、また、アウトカム指標（樹木の眺望及び林産物へのアクセスの改善並びに生計向上）に

ついても、早急にモニタリングが計画・実施される必要がある。 
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第６章 提言と教訓 
 
６－１ 提言 

これまでのプロジェクト活動の進捗状況及び目標・成果達成状況、課題を踏まえ、調査団は下

記のとおり提言を行った。 
 
６－１－１ プロジェクト期間中の実施が提案される事項 

・ 本プロジェクトではモニタリング評価の仕組みが整っていなかったため、事後評価に向

けたベースラインの確立のために、すでに実施された 50 村以外の 194 村についても、

聞き取りなどで簡単な調査を実施することが望ましい。 
・ 本プロジェクトの成果や教訓の共有のため、県レベルでのセクターごとの成果の共有の

ためのワークショップを開催することが望ましい。 
COVAMS と肥料購入の補助金支援プログラムである農業用投入資材補助金プログラム

（Food Input Subsidy Program：FISP）のクーポンが 9 月に配布され、COVAMS でも土壌

浸食対策においては肥料を活用するなど関係もあることから、両者の混同を避けるよう、

COVAMSとFISPの違いなど正確な情報を繰り返し伝える必要がある。 農民の中には、

土壌浸食対策により収量向上＝利益につながる可能性があるにも関わらず導入に消極

的な農民も見られた。そのため、土壌浸食対策導入にあたっては、「ビジネスとしての

農業」の考え方を導入することで、土壌浸食対策を行うことで期待される収量と必要な

投入の検証を可能にし、実施促進につながると考えられる。 
 

６－１－２ プロジェクト終了後に実施されることが提案される事項 
(1) プロジェクト運営に関する提言 

1) 関係者に早期の段階でプロジェクトの認知向上が図るため、中央から村レベルま

であらゆるレベルに対する情報伝達に関する PR 戦略の作成を早い段階で行うこ

とが望ましい。 
2) モニタリング評価の枠組みが形成されなかったことが課題であることから、今後

は、県レベルでモニタリング評価枠組みを確立することが望ましい。 

3) シレ川流域の土壌浸食対策については、他ドナーのプロジェクトやプログラムも

実施されていることから、双方のインパクトを強化するためにも、それらプログ

ラムとの協働と調整を行うことが望ましい。 

4) 本プロジェクト効果について、今後の自発的な効果継続を検証するため、現行フ

ェーズ地域のモニタリングを継続することが望ましい。  

(2) 詳細計画一般 

1) SVTA は効果的であることは現場でも確認されたが、そのマネジメントスキ

ルが重要であるにも関わらず、C/P のマネジメント能力向上にかかる活動は

プロジェクト活動に組み込まれていなかった。そのため、SVTA 実施のための

運営組織と能力の確立を成果の一つとすることが望ましい。 
2) 農民にとっては異なる活動と思われがちである、プロジェクト活動、生計向上と
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環境活動のそれぞれが実際には関連がある、ということを認識してもらうため、

森林・農業において気候変動への対応と啓発を組み込むことが望ましい。 
3) プロジェクトの効果について科学的な根拠を持たせるため、後継のプロジェクト

を実施する場合には、土壌浸食対策や社会経済状況にかかる調査を組み込むこと

が望ましい。 
4) 農民へのスタートアップの活動促進のため、活動を実施するというコミットメン

トのもとで、初期始動のための投入財の提供を行うことが望ましい。（活動への

ただし、モラルハザードを防ぐため、初期に限ることとする。）資金源は政府や

他のプロジェクトと連携して確保することが望ましい。 
5) LF が農民に対し研修を行う取り組みは成功要因の一つであるが、LF への講習料

が活動促進に効果的であったことも一因である。今後、持続性を担保するために

は、LF への現金に代わるインセンティブの導入が望ましい。 
(3) 詳細計画―育林 

1) COVAMS や他のプロジェクトの経験から、農民は自ら自由に管理できない共有の

樹木よりも、個人所有の樹木の植林の方が育林への関心が高いことから、後継の

プロジェクトでは、育林については個人所有の樹木に重点を移すことが望ましい。 
2) 本プロジェクトでは、直播による樹木の生存率が懸念であったが、今後は、土壌

や気候に合った品種や栽培方法など、科学的な根拠を農民に伝えることが望まし

い。それにより、生存率向上や直播の促進につながることが期待される。また、

果樹は農民にとってインセンティブも高いことから、果樹は引き続き促進するこ

とが望ましい。 
 

６－１－３ その他提言 
(1) プロジェクトの成果や参考にすべき事例について、マラウイ国内での広報に適した形式

にまとめ、広めることが望ましい。 
(2) 事後評価の際には、プロジェクト初期に行われた 7 村でのベースライン調査、及び、先

に提言されている追加村でのベースラインを基礎データとして使用することが望ましい。 
 
６－２ 教訓 

(1) SVTA の有効性 
SVTA は、対象村落のニーズと優先事項が正確に把握されている場合には、短期間に特定

の技術を集中的に広めるのに効果的なアプローチである。一方、対象地域のニーズと優先事

項について十分情報がない場合には、IVTA を通して最も要望にかなった技術を特定するこ

とが望まれる。 
 

(2) 講師料の効果 
LF に対する講師料は短期間での技術普及には効果的である。特にCOVAMS のように、特

定技術の急速な普及が最優先課題であるプロジェクトでは、インセンティブなしに LF に強

いコミットメントを求めるのは難しい。 
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(3) フレキシブルなプロジェクト運営 
プロジェクトの進行、自然、社会、経済環境の変化に従って計画や戦略はフレキシブルに

変更され、それがプロジェクト目標の達成、受益者のニーズに沿った活動に貢献する。 
 

(4) 伝統的なアプローチの活用 
伝統的な情報伝達の仕組みを使う、また、伝統的な共同作業の仕組みを利用するなど、伝

統的に実践されている手法を活用することによって活動が推進された。  
 

(5) PRODEFI アプローチの有効性 
地元で入手可能な物質的、人的資源の活用が技術の高い実践率に貢献している。また、す

べての村人に平等な研修機会を与えたことにより、村人のやる気を引き出し、研修参加者数

と、実施農民数の増加につながった。これらはいずれも PRODEFI アプローチから導入され

たものである。 
 

(6) 研修参加カード 
研修参加カードの配布により、確実に研修の情報が村民にいきわたり、研修への参加率の

増加につながった。 
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